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1はじめに

私たちは、昨年初めて「外国人労働者の労災 

白書」をまとめ発表した。外国人労働者の人権 

侵害の救済に取り組む首都圏の諸団体が、労災 

に被災した彼(彼女)らの人権、生活を守り支え 

るために昼夜を問わず取り組んだ実例をもとに、 

問題点を分析し、提言を行ったものだった。外 

国人労働者の問題を取り扱った報告書や出版物 

は増えていたものの、本当に現場の実態をふま 

えたものはないに等しく、この白書ははじめて 

の試みとして注目を集めた(前回の「白畓」に 

ついては「安全センター情報」91年3月号参照)。 

労災保険法をはじめとする労働関係法令は 

「出入国管理及び難民認定法」(入管法)上「不 

法就労Jとされる外国人労働者であっても当然 
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に適用されることになっているにもかかわらず、 

入管行政と労働行政の狭間で、被災した外国人 

労働者が、最低限の法定補償である労災保険の 

適用さえ受けられず、泣き寝入りするケースが 

あまりにも多くみられた(ここでは「不法就労」 

ではなく「資格外就労jとよぶ)。前回の「白 

書」では、労働関係法令上の権利の保護を本務 

とする労働行政が、その職務を通じて入管法違 

反の事実を知った場合には入管当局に情報提供 

しなければならないという「通報義務」を負っ 

ているところに、労災保険の適用を妨げる最大 

の理由があると指摘。当面、何よりも、労働行 

政が「救済第一、通報せず」の原則を明確にす 

るよう提言した。

「白書」発表と同時に行った話し合いの場で 

の労働省の公式見解は、決して満足のいくもの 

ではなかったが、現実にはほとんど通報される 

ことはなくなってきている。また、労働省は 

「労災保険の給付手続を進めるに当たってパス 

ポートの提出を強要しない」こと等についても 

約束した(話し合いの場における労働省の回答 

内容は、1991年3月25日付基監発第15号「外国 

人労働者問題に関する陳悄にっいて(情報)」及 

び事務連絡第7号で全国の都道府県労働基準局 

に通知されている。資料一略一参照)。

私たちの「白書」が与えたインパクトが一定 

程度行政をも突き動かし、「通報よりも救済を」 

という流れを作っているものと評価している。 

しかし、ごく 一部とはいえ、労災請求手続がき 

っかけになって入管当局へ悄報提供される例が 

なくなったわけではなく、やはり公式見解とし 

てもそれを表明させていく必要がある。

労働省労働基準局がまとめた「不法就労外国 

人に対する災害補償にっいて」(1991年6月末現 

在)によると、全国の労働基準監督署に「労災 

保険給付の請求があった事案のうち、被災労働 

者が不法就労外国人であると思われる者」に対 

する補償状況は、1991年度221件(後掲資料参照)。

法務省の推計によっても、在留期限が切れた後 

も出国していない「不法残留j外国人が91年5 
月旧現在で約16万人、初めて推計した90年7月 

1日現在の約11万人に比べ10か月で1.5倍に増え 

たとされている。資格外就労外国人が20万人と 

も30万人ともいわれる由縁である。日本人労働 

者およそ4,000万人のうち毎年80万人ほどが労 

災にあっている(労災保険新規受給者、100人に 

2人)のであるから、同じ割合で労災が発生した 

としても20万人なら年間4,000人。労働省の把 

握している数字とは桁が追う。全貌はあいかわ 

らず闇に埋もれていると言ってよいだろう。し 

かし、90年度だけで87〜89年度の3年間の累計 

200件をこえ、89年度の89件から一挙に2.5倍に 

なり、被災労働者の国籍も新たなものが6か国 

增え24か国にのぼるという急増ぶりは、私たち 

の経験•実感と一致している。

「白書」発表以来のこの1年問、外国人労働 

者をめぐる状況はどうかわったのであろうか。 

私たちは、改めてこの1年問にわたって、外国 

人労働者の人権侵害に対する救援活動を行って 

いる諸団体に協力を依頼し、アンケート調査を 

行い、実際に相談に取り組んだ事例129件を収 

集し(昨年の42件の3倍)、その分析を行った。 

調査に参加したのは下記の団体である。今回は 

首都圏の団体だけでなく範囲を広げている。

• CALLネットワーク(アジアの働き学ぶ仲

間と連帯する労働者•市民の会)

• AP F S (Asian People's Friendship Socie 
ty)

• CATL A(ラテンアメリカ系労働者を支援

する会)

•ふれあい江東ユニオン

•すみだユニオン

•全統一労働組合

•外国人と共に生きるちば人権ネットワーク 

•Hand i n Hand ちば

• T I LL(栃木インターナショナルライフラ
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ィン)

•カラパオの会(寿•外国人労働者と連帯する 

会)

•神奈川シティユニオン

-LAFLR(外国人労働者弁護団) 

•社団法人神奈川労災職業病センター 

•東京東部労災職業病センター 

•関西労働者安全センター

•全国労働安全衛生センター連絡会議事務局

2増加し続ける外国人労働者の労働災害

(1)調査結果の概要

各支援団体に寄せられる外国人労働者の労災 

相談は依然として後をたたない。外国人労働者 

の増加によって絶対数も增えたうえに、今まで 

ならば水面下で閣に葬られていたであろう小件 

も表面化してきたことにより、外国人労働者の 

トラブル相談に占める労災件数が急増している 

のだろう。

さらに、改正入管法における雇用主罰則規定 

を恐れてか、外国人労働者の労災をもみ消そう 

としたり、労災申誚に際して日本名を使い、虚 

偽報告を行い、結果的に被災者本人に大きな不 

利益を与える事例も增えている。

災害発生状況は、今回の調査でも製造現場で 

の骨折や切断事故が大半となっている。発生原 

因は、明らかに安全衛生教育の欠如や不足、安 

全衛生対策の不備に起因するものばかりであり、 

総じて就労して短期間のうちに被災するケース 

が多い。

①国籍

129件の事例のうち国籍別にみてみると以下 

のとおりである。

前回の調査では12か国だったが、今回は18か
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国に増えている。特徴的なことは、韓国人とイ 

ラン人だけで67件にのぼり、全体の50%を占め 

ており、前回の調査に比較しても急激に增加し 

ていることがわかる。

fE: ♦印は今回の調在で初めての国

醐 件数 国筋 件数

鯓固 

イラン 

バングラディシュ 

中国

パキスタン 

フィリピン 

ブラジル 

ィンド 

スリランカ

35件 

32件 

14件 

14件 

9件 

7仲 

4件 

2件. 

2件

ペルー 

ガーナ 

木オーストラリア 

木ナイジェリア 

氺パハマ 

木マレーシア 

木リベリア 

木イギリス 

不明

2件 

1件 

1件 

1件
1件 

1件 

1件 

1件 

1件

合計 129件

②災害発生場所

災害発生場所がはっきりしているのは、129 
件のうち115件。首都圏の支援団体にもちこま 

れた事例が中心のため、東京、千葉で発生した 

ものが多い。今回の調査では関西で取り組んだ

事例も含まれている。

地域 件数 地域 什数

JM京 

千蕖 

神奈川 

大阪 

埼玉 

茨城 

群揭 

栃木

23ff-
22件 

16件 

11件 

11件 

9件 

7件 

4件

0岡 

兵W 
岐阜 

山梨 

長畸 

長野 

奈良 

不明

3件 

2件 

1件 

1件 

I'T 
lfl: 
1件 

16件

合計 129件

③在留資格

被災した外国人労働者の在留資格については、 

就学、研修、留学、興業、配偶者、定住を除く 

104件(全体の約81%)が、短期滞在で入国して 

おり、資格外就労の事例である。

被災当時の在留資格に関しては、82件の事例 

がビザ切れ=オーバーステイの状態であった。
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被災時に短期滞在の在留資格を持っていた事例 

が18件あるが、「⑦被災までの就労期問」で 

みるように被災した就労先に就労してから比較 

的短期問のうちに被災していることと関連があ 

ると思われる。

入国時の在留資格 件数 被災時の在留资格 件数

短期

就字 

研修 

留字 

W艾 

家族(配偶者)

定住

不明

104件
7件

2件 

1件 

1件 

"'1: 
1件 

12件

オーバーステイ 

短期

就学

興業

良期 

研修

不明

84件
18H' 
4件 

1件 

4件 

1件

17件
合計 129件 合計 129件

④業種と職種

就労していた事業所の業種は、製造業が65件 

で全体の50%を占めており、建設業が39件で30 

%である。外国人労働者の約8割が製造及び建 

設現坳の作業員として働いていて労働災害にあ

龙种 件数 策種 件数

製造

迚設 

港湾 

通輪 

飲食

貿易

芸能プロ

64件
39件 

!i件 

2件 

2件 

2件 

1件

自助車整備

垫装

腹業

林業

自営

不明

1件
1件
1件 

1件
1件

9件
合計 129件

製造業64件の内訳

金属加工 20件 靴製造 1件
アルミ加工 3件 建材加工 1件
プラスチック製 ポンプ製造 1件
造•加工 3件 メッキ 1件
食品加工 2件 モーター製造 1件
TGSt部品製造 1件 自動車部品製造 1件
コイル製造 1件 錫鉄 1件
ドア製造 1件 印刷 1件
レンズ加工 1件 不明 22件

っていることがわかる。

製造業の内訳は多岐にわたっているが、その 

中でも金属加工(鉄鋼•鉄工を含む)が約31%で 

多い。そのうえ、製造業の現場作業の中で、24 
件がプレス作業に従事しており、シャーリング 

等の機械操作(3件)を含めると、製造業で働く 

外国人労働者の42%がブレス及び工作機械での 

労災事故にあっている。そのほとんどが手指の 

切断である。

⑤性別•年齡

被災した外国人労働者の 

124件が男性で、5件が女性 

である。年齢が判明してい 

る88件のうち、20代から30 
代の靑年層が谅も多くなっ 

ている。最年少が20歳で、 

最髙年齡が54歳である。

年齡 件数

20歲代
30质代
40磯代
50歳代
不叫

件

件

件

件

件

3
 
9
 
4
 
2
 
1

3
 
3
 
1* 

4

合計 129件

⑥補償内容

労災に被災したあとの補似内容をみてみると、 

労災保険の適用を受けている堪例が67件で、労 

災保険の適用を受けなかったことが判明してい 

る事例が40件となっている。外国人労働者の労 

災適用率は、今回の調査事例について52%にし 

か過ぎない。適用の内容については、陏害認定 

を受けた事例が26件あり、陣害補償年金の給付 

を受ける障害等級7級以上の後逍症が残った事 

例が1件ある。印刷機械に巻き込まれて腕を切 

断したパキスタン人男性(29歳)が障害等級4級 

と認定されている。

今回の調査で死亡災害は3件報告されている 

が、詳細が判明しているのは2件である。いず 

れもイラン人男性の事例で、逍族補旧年金の申 

請を行っている。

労災保険の適用を受けた67件のうち、雇用主 

が率先して労災申請をしていたのは15件(22%、 

129件全体からみると12%弱)にしかすぎない。

安全センター情報’92年5月号5
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あとの52件は何らかのかたちで支援団体が介入 

して労災申請の手続をとらせ、必要な補償給付 

をさせたものである。依然、外国人労働者の労 

災事故に際し、最低限の法定補償である労災保 

険ですら、当然には適用されていない実態があ 

る〇

労災保険の適用を受けなかったことが判明し 

ている40件のうち25件は、雇用主が労災補償並 

みかあるいは何らかの補償を行っている。その 

中には民間保険を利用したケースもある。

埼玉県のレンズ加工会社で働いていたインド 

人男性のように、作業中に転倒し右腕骨折とい 

う重傷で、現に治療しているにもかかわらず、 

会社側が治療費さえも支払わないということで、 

せめて治療費だけでも何とかしてほしいという 

ような相談が寄せられるケースがある。千葉県 

の建設現場で鉄製の足場板がクレーンのワイヤ 

一から抜け落ちて足にあたり骨折したバハマ人 

男性(33歳)の場合は、請負の業者が逃亡してし 

まい、支援団体がやっと元請業者をつかまえて 

労災申請させるというようなこともあった。被 

災した外国人労働者に対して何の補償もなされ 

なかったことが判明している事例が8件報告さ 

れており、使い捨て同然の対応をしている悪質 

な雇用主もいる実態を示している。

支援団体が入って会社側との直接の交涉が行 

われたことが判明している事例は、129件のう 

ち57件あり、そのうち15件は弁護士が協力して 

いる。ちなみに、民事損害賠償の訴訟を起こし 

た事例が5件報告されている。

労災保険の適用を受けた 67件 障害補1126件、遺 

族補(賓2件
労災保険の適用を受けない 40件 何らかの補價有25 

件、補彻一切無8
不明 20件
労災保険の適用が不可能 2件

合計 129件

⑦ 被災までの就労期間

外国人労働者が被災するまでの就労期間が確 

認されている66件のうち、39件(約60%)が就労 

開始から3か月以内のうちに被災している。就 

労直後から比較的短期間のうちに被災している 

実態がわかる。

そのうち、就労した初日に被災した事例が5 
件もあり、千葉県の食品加工会社で就労初日、 

作業場のとなりの宿舎で休憩中にガス爆発が起 

こり、全身火傷を負ったイラン人(23歳)の悲惨 

な事例も報告されている。しかし、より一般的 

な原因としては、兵庫県のプレスエ場で働いた 

中国人女性(49歳)が、就労初日にプレスに安全 

装置がなく右指3本を挫滅した事例のように、 

基本的な作業方法や安全教育がなされないまま 

危険な機械の操作や現場で让讲に就かされるこ 

とがあげられる。

就労期問 件数 就労期問 件数

1〇日 11件 8か月 1件
1か月 13件 9か月 2件
2か月 10件 10か月

3か月 5件 11か月

4か月 3件 1年 5件
5か月 1件 2 年 2件
6か月 8件 3年 1件
7か月 4件 不叫 63件

合II- 129件

⑧労働基準監督署の対応

今回の調査では、労災_請時に労働基準監督 

署の対応を知るうえでも、パスポートの提示を 

求められたかどうかを確認してみた。昨年の労 

働省との話し合いでも確認されているように、 

外国人労働者の労災申請手続にあたってパスポ 

ートを提示する必要はない(強要はしない)。調 

査において、明確に労働基準監督署からパスポ 

ートの提示を求められた事例が11件報告されて 

いる。提示を求めた労働基準監督署は、東京管 

内では、亀戸、向島、足立、青梅、千葉管内で 
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は、船橋、柏、姚子、兵庫管内では、堺、群馬 

管内では、前橋、伊勢崎、神奈川管内では、川 

崎北、の各労働基準監督署。上で約束したこと 

であっても(労働省の回答や国会答弁)、現場で 

チェック•監視していかなければならないこと 

を示しているといえるだろう。

(2)変わらない労災発生の原因

今回の調査でも、調査事例のほとんどが骨折 

•切断等の事故である。

プレス機械で被災した報告事例は24件あるが、 

事前にプレス作業上の安全教育がなされておら 

ず、安全装置を外していたか、安全装置を設置 

していないがために発生している。神奈川県の 

金属加工会社でプレス作業をしていたリベリア 

人女性(28歳)は、同事業所内のガーナ人に機械 

の扱いを教わりながら作業をしはじめたところ、 

就労初日の5分後に被災。右示指、中、薬指を 

挫滅。この職場は労災多発職場で、労働基準監 

督署より書類送検されていたという。ここの機 

械にはそもそも安全装置がなかった。千葉県の 

金属加工工場で働いていたインド人男性(20歳) 

は、NCベンダーを操作中、右手3本を挟まれ 

骨折したが、機械の安全装置は外されていた。 

千葉県の会社で働いていたペルー人男性(30歳) 

の場合は、就労8か月目に新しい機械での仕事 

にまわされ、スイッチの入と切の操作を誤り、 

機械に指を挟まれ中指、薬指を切断してしまっ 

た。大阪で働いていたナイジェリア人の男性は、 

作業終了後機械を清掃中に、同僚が誤って機械 

を作動させてしまい、ローラーに右手を挟まれ 

手首をもぎとられるという事故にあった。

いずれの事例も、危険な機械を操作する上で 

の基本的な教育がなされておらず、作業手順や 

機械の操作方法の理解が及ばないまま無防備な 

かたちで就労させている。機械に安全装置が備 

わっておらず、あっても作業能率を優先させる 

ために外してしまっていたがために、突発的な

機械のトラブルやちょっとした誤動作による被 

災を防止できなかった。

今回の調査では、建設業での労災事故が39件 

報告されている。建設業界においても、外国人 

労働者がどんどん入ってきている。町中の工事 

現場で、外国人労働者がヘルメットを被りニッ 

力と地下足袋姿で作業している光景は、当り前 

のものとなりっっある。元請業者においては、 

表向き外国人労働者の就労規制をとっているも 

のの、下請•孫請業者がアジア系外国人労働者 

を雇い入れ、日本名を名のらせて働かせている 

ケースや夜間のみの現場で使っているケースが 

よくみられる。建設現場では、重機の操作やエ 

事車輛の通行、高所作業や危険物の落下等、重 

大災害の危険性が高い。年々、建設業関連の災 

害事故が増加しており、国も業界もその対策に 

頭を痛めているところである。

東京の首都高速道路の建設現場で働いていた 

韓国人男性(27歳)は、頭上から鉄筋が落下して 

首に刺さり、右鎖骨下を貫通して右腿を突き刺 

さるという事故に被災した。幸い致命傷になら 

なかったものの、一歩間違えば死亡災害になり 

かねない事故だった。大阪府のある工場の屋根 

張り替え工事で塗装作業に従事していたイラン 

人男性(24歳)は、高さ1201の屋根の採光窓に足 

を踏み入れ転落。頭蓋底骨骨折等の負傷をした。 

また、神奈川県横須賀市の新築ビル建設作業中 

に転落し、腰椎圧迫骨折、左右下肢骨折の重傷 

をおった韓国人男性(35歳)もいる。この事例は、 

後述するように、元請の大手建設会社が、事故 

現場をごまかし、虚偽の労働者死傷病報告書を 

提出していたことが発覚し、大問題となった。 

千葉県の工事現場で働いていたフイリピン人男 

性(26歳)は、トラックにパネルを桢んでいたと 

ころ、突然荷崩れし下敷となって内臓が破裂し 

た。パキスタンの男性(30歳)は、茨城県の工事 

現場で鉄骨をトラックに荷積み作業中、クレー 

ンのワイヤーが切れて右足を直擊し、大腿骨を
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骨折した。原因は3トンのクレーンに8トンもの 

鉄骨を吊り下げたため、ワイヤーが耐え切れな 

かったためだった。

次項で建設業での死亡事故を2例紹介するが、 

いっ外国人労働者が死亡災害に巻き込まれても 

おかしくない実態がある。工事現場でのヘルメ 

ット着用はいうまでもなく、髙所作業での転落 

防止のために安全帯の着用や防護ネット、足場 

が崩れないような対策等、従来にもまして元請 

業者に対する安全確保を徹底させなければ、日 

本人、外国人労働者を問わず、こうした災害は 

防止できない。安全教育の徹底、一つ一つの作 

業における指示や注意喚起が行われなければ、 

死亡災害にっながる。外国人労働者の場合、言 

葉の障壁のため雇用主側が意志疎通を怠るため 

に、逃げ遅れたり、危険箇所に足を踏み入れて 

転落してしまう確率が髙い。

(3)死亡災害と職業病

前回の「白窖j発表に当たって、今後、死亡 

事故や職業病といったより深刻な事態が増加す 

ることが予想されると指摘した。

死亡事故にっいては、3件報告されているが、 

詳細が判明しているのは2件であり、どちらも 

イラン人男性のケースだ。

30歳のイラン人男性が、静岡県富士宮市で木 

造平屋建ての建物のトタン張り替え工事中に、 

屋根から足を滑らせて転倒。もう一人の同僚の 

イラン人男性(29歳)を巻き込んで4〜5m下の地 

上へ紜落し、頸椎を損傷して死亡した。同僚の 

イラン人も全身打撲と骨折という重傷を負った。 

両名とも帰国したが、彼らを雇い入れた雇用主 

がなかなかつかまらず、労災申請の手続もでき 

ない状況が続いたが、地元警察や労働基準監咎 

署も調査し、現在労災申請の手続中である。 

もう1件は、千葉県船橋市で髙速道路の建設 

現場で働いていたイラン人男性(34歳)のケース。 

日本人労働者が操作する移動式クレーン(20t) 

で防音板を吊り上げる際の玉掛け作業中、クレ 

ーンが転倒してその先端が彼の後頭部を直撃、 

脳底骨骨折で死亡した。最近、特に増加した建 

物用重機の横転災害に巻き込まれた外国人労働 

者の悲惨な事例である。彼の場合は、労災保険 

の適用のほかに、クレーンにかけていた任意保 

険を給付させようと弁護士が保険会社と交涉し 

ているが、保険会社は「不法就労J =資格外就 

労であることを理由に、無職者扱いで平均賃金 

の半額しか提示していない。(「不法就労」の4 
文字で命の値段にまで差別を持ち込もうとする 

問題については第2部を参照されたい)

職業病にっいては、実際に収集した事例の中 

では、予想に反して明確な職業性の疾病として 

労災申誚が取り組まれた事例はわずか1件にと 

どまった。外国人労働者の中でも体の不調を訴 

え、何らかの治療を求めている人々が少なから 

ずいると思われるが、明確な形で業務との因果 

関係を明らかにできないでいる。実際の仕事の 

上で、危険有害な物質にさらされていながら、 

それとは知らされず、何の防護措置もとられな 

いまま知らず知らずのうちに、健康を害してし 

まうことが予想される。有機溶剤や粉じん、化 

学物質にさらされる職坳でも、無防備なままに 

働かされている外国人労働者が職業病に罹患し 

ないとは限らない。また、重筋労働や反復作業 

によって、運動器の疾患、例えば腰痛や手足の 

痛み•しびれ•肩こりで不調を感じている外国 

人労働者も少なくないと思われる。

そんななかで、支援団体が努力し腰痛で労災 

認定をとった事例が報告されている。運搬作業 

に従事し腰を痛めたバングラディシュ人男性 

(33歳)のケースである。

モニル•アメドさんは、神奈川県横浜市にあ 

る日雇労働者の町寿地区での1990年末の「越冬」 

時期の医療相談にやってきた。半年前に工場で
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腰を痛め、治らないまま退職。そのまま働けな 

いから金がない。金がないから治療もできない。 

住むところも友達のアパートを転々としている 

という状況であった。群馬から千葉、埼玉、長 

野と、転々とせざるを得ず、治療も継続して行 

えないという悪循環が続いていた。長野の锅院 

に行ったときに、「手術をした方がいい」と言 

われたが、復用は莫大になる。既にこのとき彼 

は50万円の借金をしていた。支払えるはずがな 

い。とりあえず、横浜市内のS会病院に入院し 

ゆっくり治療することにした。

彼が働いていたのは、群馬県前橋市にあるド 

アの設計•製造メーカー。彼は主に、鉄製のド 

アの運搬作業をしていた。1989年10月に入社し 

てからずっと同じ作業で、少しずつ腰への負担 

がたまっていったのかもしれない。1990年7月 

に腰の調子が悪くなっていき、ぎっくり腰をお 

こした。病院に行って治療を受け、通院しなが 

ら働くようになった〇やはり迎搬作業だったの 

で腰はよくならず、9月末に退職。

相談を受けた支援団体とS会病院のケースワ 

ーカーが協力して、労災申請を行うことにした。 

まず初診の医師の話を聴かなくては何も始まら 

ない。91年2月神奈川から前橋までトコトコと 

鈍行電車で約4時間。アメドさんが扱初に行っ 

た前橋県立病院におじやました。事務の方々は、 

久しぶりに来たアメドさんに「もう大丈夫なの」 

と声をかけてくださる。最初に診察した医師は、 

別の病院にかわっていたが、そこを訪れたとこ 

ろ、非常に協力的な医師で当時の様子を文章に 

してくださった。ところが彼の働いていたオー 

エスエ業㈱に行ったところ、「知らない。モニ 

ルはうそつきだ。」と言い張る。医師の文章な 

ども見せたが、「勝手にしろ」と席を立つ始末 

病院の人たちの対応と全く逆なのが印象的であ 

った。

1991年3月6日に前橋労働基準監督署に労災申 

請、聴き取りも行う運びとなる。このときは、 

彼と一緒に働いていたバングラデシュのBさん 

も当時の様子を述べた。監督署も彼らの母国語 

の通訳を用意した。調査が進んだが、どうして 

も半年も前の事実であるため、認定は難航。4 
月に再交涉をもち、5月末にようやく業務上認 

定。

5月にはパングラデシュで大洪水が起き、彼 

の村は全壊に近い状態になった。認定決定直前 

の5月中旬に帰国せざるをえなくなる。この約2 
ヶ月間、彼はもちろん無収入で、家も友達のと 

ころを転々としながら、病院に通った。その困 

難は筆舌に尽くし難いものがあっただろう。と 

にかく認定されてよかった。

その他、都内のモーター製造会社で働くバン 

グラディシュ人の男性(27歳)は、製造作業中に 

突然腰が痛みだし、病院で治療を受けた。作業 

はそれほどきつくはないが、不自然な姿勢での 

作業が多く、同僚の日本人も同じ時期に腰痛に 

なったと報告されている。彼は、治療技は会社 

に請求せず自分で払い、まもなく退職した。

ある日本人労働者から、有機溶剤中毐ではな 

いかという相談を受けた。彼自身は2年前に身 

体の具合が悪くなり退職。非常に劣悪な環境の 

ため、新しい人が来てもみんなすぐに辞めてい 

ったという。彼の元の職場に行ったところ、外 

国人労働者ばかりになっていた。ちなみに彼は、 

1992年1月に労災認定された。

今後も、体の不調を訴える外国人労働者の中 

には、職業病との関係を考えてみる必要がある 

だろう。労災事故に比して、表面化しにくい問 

題ではあるが、底辺労働を支える外国人労働者 

が、知らず知らずに健谈を蝕まれていることも 

ありうるだろう。

(4)安全衛生、労働条件確保対策を 

労災事故や労働関係法令違反を起こさせない 

ための労働条件確保対策が、資格外就労外国人
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も含めた全ての労働者に対して徹底されなけれ 

ばならない。この点で、私たちは、昨年の「白 

書」発表時の労働省との話し合いで、①法令の 

周知義務(労働基準法第W6条、労働安全衛生法 

第111条等)、労働条件の明示義務(労働基準法 

第15条)及び安全衛生関係の表示•教育等は、 

外国人労働者が理解することのできる言語•方 

法で行われなければならないこととすること、

②「賃金、労働時間その他の労働条件について」 

の国籍を理由とした「差別的取扱」については、 

労働基準法第3条(均等待遇)違反として積極的 

に是正させること、③事業主やブローカーがパ 

スポートを取り上げて労働させるという悪質な 

事例に対しては、労働基準法第5条(強制労働の 

禁止)を積極的に適用させること、など現行法 

令のもとでも実現可能な提言を行った。

しかし、労働省は、いずれの提案に対しても 

否定的な姿勢を示したのみならず、「適法就労 

を前提とした対策しかとれない」という立場に 

固執した(いずれの提言も資格外就労外国人の 

問題だけに限ったものではないにもかかわらず 

である)。さらに、最近、労働省が、資格外就 

労者に関し、監督指導の際に労働基準関係法令 

違反を認めて是正勧告を行う場合に、「不法就 

労者の就労を前提として将来に向かって法違反 

を是正させることは、不法就労を容認すること 

になりかねないから、是正期日は指定しない」 

という方針で臨んでいることも判明した。これ 

では、労災隠しの排除•再発の防止の実効性も 

疑われることになりかねない。

一方で、1991年9月に神奈川労働基準局は、 

「外国人労働者の適正な就労条件及び安全衛生 

の確保を図るため事業者等が講ずべき措置に関 

する指針」をまとめ、外郭団体を通じて中小事 

業主等に頒布している(「安全センター情報」 

91年11月号参照)。ここでは、①外国人労働者 

の理解できる言語•方法による労働条件の明示 

や教育、②賃金額については労働基準法第3条 

が国籍、信条または社会的身分を理由とした差 

別的取扱いを禁止していることに留意すべきこ 

と、③パスポートを預かることは退職等の自由 

を奪うこととなると考えられるので厳につつし 

むこと、など先にわれわれが提言した内容も盛 

り込まれている。同指針では、①雇い入れ時健 

診、②雇い入れ時の安全衛生教育(通訳の依頼 

•イラスト等の使用により十分な理解を得るこ 

と)、③当該外国人労働者の使用する言語での 

作業標準書の作成、④労働安全衛生法上表示義 

務のある箇所(機械を停止した際の表示板の取 

り付け、立入禁止箇所の表示等)に外国人労働 

者の理解できる言語、イラスト等で表示する、

⑤有害物質の表示にも留意すること等を指示し 

ており、事業所内で外国人雇用責任者•外国人 

雇用担当者の選任をすることなども指導してい 

る。もちろん、①指導指針にすぎないこと、② 

適法就労者を前提としたものであること、など 

に不満は残るものの、このような試みは歓迎し 

たい。

労働関係法令上権利は何ら区別がされていな 

いのだから、資格外就労外国人も含め、全ての 

労働者に対して、労災隠しの排除•再発防止か 

ら予防、労働条件確保対策が確立されることを 

強く望むものである。法違反に対する是正勧告 

を行う場合に、外国人労働者の場合には是正期 

日を指定しないというような姿勢は直ちに改め 

るべきだ。

在留資格を問わず外国人労働者の労災防止対 

策上、どう実効性を確保するかという意味にお 

いて、必ずしも法令遵守の徹底だけでは不充分 

である(もちろん、法違反を放置しておいてよ 

いというわけではないが)。労働行政がこうし 

た具体的指針を明らかにし、現場の監督•指導 

に際して事業主に実行させることが当面の重要 

課題であろう。

10安全センター情報’92年5月号

特集/外国人労働者の労災白書92年版=

3悪質な労災隠し

(1)労災補償は確実(こなったか

今回の調査事例でも、事業主が率先して労災 

申請を行っていたのは、129件のうちわずか15 
件。事業主負担で治療させていたり、まったく 

放置していた事例がほとんどであり、支援団体 

が交港に入ることで労災申請をさせた事例が42 

(15件と合わせて67件)件ある。そもそも、被災 

した外国人労働者が事業主との問でトラブラな 

いかぎり相談してこないわけだが、労災申請さ 

え躊躇している事業主が半数近くを占めている。 

こうした事業主の対応は、たとえ労災保険並み 

の補償を自腹を切って被災外国人に与えていた 

としても、労災隠しの温床となっており、労災 

事故を多発させる原因ともなっている。

大阪府の高速道路の土木工事現場で働いてい 

た韓国人の男性(44歳)は、ダンプの荷台の後ろ 

の蓋を日本人労働者が足で蹴って閉めようとし 

た際、止め金に指を置いていたため、右示指を 

押し潰され切断されてしまった。この工事の元 

請業者は労災申請をしようとしたらしいが、下 

請業者が「不法就労では労災がおりない」「雇 

用主も罰せられる」と判断し、労災申請をとり 

やめてしまったという。結局、支援団体が交渉 

に入り、労災申請して後遺症の障害11級の認定 

を受けた。典型的な「労災隠し」のパターンで 

ある。

このケースからも明らかなように、90年6月 
に施行された改正入管法が、同日以降日本に入 

国した資格外就労外国人を雇った事業主に対し 

ても、3年以下の懲役または200万円以下の罰金 

がかけられるとした雇用主罰則規定を導入した 

ことは、明らかに事業主の「労災隠し」の傾向 

を助長させている。人権侵害を助長するだけの 

雇用主罰則規定は直ちに廃止されるべきである。

前回の「白書」で、最低限の法定補償である 

労災保険の適用を妨げている最大のネックは、 

「通報義務」の問題であると指摘した。「救済 

第一、通報せず」の原則を明確にすることは、 

被災者本人の救済のためだけでなく、事業主の 

入管法の雇用主罰則規定を口実にした「労災隠 

し」を排除していくためにも重要になっている。 

昨年の「白書」発表時の話し合いの場での労 

働省の公式見解は、「比較考量して、情報提供 

することが本来の行政目的に支障のある場合は、 

またはその期間は、情報提供を差し控える」と 

いうものだった。より具体的には、労働関係法 

令違反事案については、「申告•相談の場合は 

原則として通報しない」。「しかし、その法違 

反が重大悪質なものである場合等には、通報す 

る」。労災保険請求事案については、「事実関 

係の聞き取り調査(①災害発生状況、原因等業 

務上外認定に必要な調査と、②平均賃金の額の 

算定に必要な調査)が終わるまでの問は、通報 

を差し控える」というもの。この公式見解は、 

今日まで変更されていない。

入管行政への遠慮を感じさせる不満足なもの 

だが、現実にはほとんど通報されることはなく 

なってきている。今年1月に公表された総務庁 

行政監察局の「外国人の就労に関する実態調査 

結果報告書」によっても、16都道府県の労働関 

係機関における情報提供の総件数が116件(昭和 

63年以降、労働基準監督機関と職業安定機関を 

合わせた数字)、実績のないものが5都道府県あ 

る、とされている。例えば、F労働基準局では 

平成2年度に21件の外国人の労災事案を把握し 

ているが、このうち情報提供しているものは1 
件(書類送検した事案)のみという具合である。 

なお、同報告は、「情報提供に対する地方入管 

局等から労働関係機関に対する処分結果等の回 

答•連絡も退去強制手続きを執ったものを除き 

行われていない」実態も明らかにしている。私 

たちの「白書」やそれにもとづく労働省への働
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きかけを含めた圧力が「通報よりも救済」とい 

う流れを作っているものと評価しているが、や 

はり、それを公式見解として表明させていく必 

要がある。

総務庁がこの行政監察実態調査にもとづき行 

った「勧告」では、通報義務の強化•徹底こそ 

うたっていないものの、「関係省庁は、相互に 

連携して地方における外国人の就労等に関する 

関係機関間の情報交換、速絡•協議のための仕 

組みの設定等を図ること」とされ、各地で主に 

警察の主導により都道府県、入管、労基局など 

の関係機関をメンバーにした「連絡•協議機関」 

設立の動きが出てきている。これが、「救済第

一、通報せず」の流れの逆流となったり、「外 

国人犯罪キャンペーン」などによる差別•人権 

侵害の助長につながらないように監視していく 

必要がある。関係行政機関相互間の連携は、補 

諭の研修生問題で述べるように、入管行政は入 

ロ (入国時)の審査だけで入国後の実態をチェッ 

クできていないまま労働行政は「うちは関係な 

い」という態度をとっていたり、入管行政が 

「実態は研修でなく労働」と判断して退去強制 

させても労働行政が労働関係法令違反による権 

利侵害を是正していないといった実態を改善さ 

せるためにこそ発撺されるべきものである。

(2)労働者死傷病報告害の虚偽報告

今回の調査事例では、労災保険の適用はして 

いるものの、元請や親企業に責任が及ばないよ 

うにするため、または、資格外就労外国人を雇 

っていることが発覚しないようにするため、被 

災労働者の氏名、労災発生場所、発生状況等を 

偽って労働者死傷病報告書を提出したり、労災 

保険の手続を行った事例が報告されているが、 

これらは氷山の一角だろう。

神奈川県で時を同じくして起こった2件のケ 

ースは、いずれも被災外国人労働者が、横浜市 

の日雇労働者の街•寿地区に済む韓国人労働者

だったケース。同地区では、外国人労働者が急 

増しているが、そもそも日雇労働者の労働条件 

は、建設業界の元請一下請構造、そして末端の 

悪質な手配師らによって、労働法無視の状態を 

強いられている。そのうえに「オーバーステイ」 

の外国人労働者の立場の弱さにっけこんだ労働 

者の使い捨てがまかりとおっている。

Aさん(35歳)は横須賀の京急汐入駅近くの、 

大手スーパーD社のショッピングセンター建設 

現場で鳶職として働いていた。19卯年12月、A 
さんは地上12Mの4階から落、腰や左足の骨を 

折るなどの重傷を負った。ところが中謂の〇建 

設と下請のN組は救急車も呼ばずに自社の車で 

病院に運んだ。D社やF建設に事故を知られな 

いためである。労災申誚についても、〇建設が 

元請になっている別の現場の*K故をでっちあげ、 

日本人名にして撙類を作成していた。

Aさんは、虚偽申請を知って、それが後々不 

利になることを閒き、外国人労働者の人権問題 

に取り組む労働組合に相談に来た。横須賀労基 

署に連絡をとって調査したところ、やはり虚偽 

の死傷病報告を出していることが判明。監督署 

は内偵するので、会社との直接交涉を1か月控 

えてほしいと言ってきた。企業が罰されるのは 

悪いことではないのでしばらく待っていたが、 

労基署にあれこれ聴かれたNが、夜の10時とか 

朝の4時に、Aさんのドヤにやってきて、锊し 

を始めたのだ。直ちにF建設、〇建設、N組と 

団体交涉を持ち、こうした脅かしをやめさせ、 

謝罪と、損害賠償2,200万円を勝ち取り、協定 

を結んだ。

Bさん(27歳)はA建設が元詔の、首都高速道 

路建設現場で鉄筋エとして働いていた。1991年 

7月、クレーンで吊された長さ6m、直径2cmの 

鉄筋が20数m落下し、地底で作業していたBさ 

んの首から胸へと貫通、右膝に刺さるという事 

故に遭った。Bさんはいったんは意識を失い、 
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意識を取り戻してから、誰も助けに来てくれな 

いので自力で地上まで100mほど上ったと言う。 

中請のY鉄筋は、救急車を呼ぼうとせず、大 

型トラックに隠して人目を避け、自社の車でI 

病院に運んだ。A建設とY鉄筋は共謀しとんで 

もないでっちあげをおこなった。トラックで鉄 

筋を運搬中、鉄筋の積荷の乱れを直そうと、本 

人がトラックの屋根から不注意で落ちて、荷台 

にあったU型鉄筋に首裏側のつけ根をぶつけて 

負傷したと労基署に報告していた。やはり日本 

人名を使っていた。九死に一生を得た彼を「不 

注意な」労働者に仕立てあげていたのだ。

Bさんは1ケ月ほど入院し、退院後は孫請の 

S建設が10日ごとにに5万円程もらいながら生 

活していた。が、心細いので200万円くれたら 

韓国に帰って治療したいと申し出たが、会社は 

拒否。そこで外国人労働者の支援に取り組んで 

いる労働組合に相談。彼のケースの場合、元諸 

まで一緒になって労災を隠していた点は、惡質 

である。虚偽申謂の资任追及と損害賠償の要求 

を行っている。

この2件に加え、失明に至る大怪我を負わせな 

がら、やはり元請に事故を知られるのを恐れた 

労災隠しの例(被災労働者は日本人)をもって、 

神奈川で外国人労働者の人権侵害問題に取り組 

む関係団体で、91年12月10日に、に横浜南労基 

署、神奈川労働基準局に申し入れ及び交涉も行 

われている。行政の立場からも、非常に由々し 

き問題であり、監督、労災課の協力を更に深め 

て指導していくとのことだったが、具体的な対 

策についてはこれというものをもっていないこ 

とも事実。これらの3件の事例については、 

1992年2月6日までに会社や社長が書類送検され 

た(しかし、一番上の元請は崔類送検されてい 

ない)〇

(3)労災補償金のネコババ

さらに悪質ともいえる事例が報告されている。

神奈川県で港湾関係の仕事をしていた韓国人男 

性(48歳)は、チェーンソーで木を切断中、誤っ 

て左の頰を裂傷してしまった。労災申請をさせ 

たが、あろうことか会社が彼の休業補償をネコ 

ババしていたというのだ。

千葉県の鉄工所で働いていたパングラデイシ 

ュの男性(26歳)は、鉄柱をクレーンでトラック 

に積む作業中、4mの鉄柱がロープから外れ、体 

を直撃。右示指と左上腕骨を骨折したが、会社 

が労災申請をしていたものの、休業補償は事業 

主が受け取り、その一部だけを入院先の病院に 

届けていた。休業補償の額が少ないと不審に思 

っていたところ、ちやっかりアパート代が引か 

れていた。

労災事故ではないが、やはり神奈川県で交通 

事故に被災した韓国人労働者が、加害者からの 

示談金を雇用主にネコババされるという事件も 

起きている。被災した外国人労働者を食い物に 

する悪質なやり方は、言語道断といわねばなら 

ない。

事業主が被災労働者や逍族の印鑑を偽造もし 

くは無断で使用して、労災保険給付の請求手続 

を行った場合、請求を受け付けた労働基準監督 

署が、被災労働者や逍族本人への確認を怠れば、 

このようなケースは今後も発生する可能性があ 

る。労働行政の姿勢が、本当に権利の侵害を受 

けた者に向いているのかどうかが問われる問題 

である。労災補償金のネコババをするような事 

業主に対しては厳罰をもって望むべきである。

(4)労働省も「労災隠しの排除」を指示

「労災隠し」の問題については、前述のとお 

り、神奈川県の関係団体が1991年12月10日に労 

働基準局に対して申し入れを行っているが、そ 

の直前の12月5日付で労働省は、「いわゆる労 

災かくしの排除にっいて」という労働基準局長 

通達(基発第687号)及び同名の監督課長、補償 

課長、計画課長連名の通達(基監発第52号)を発
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している(「安全センター情報』92年3月号参照)。 

課長通達では、「職員による労災かくしの把 

握事例」を10件掲げ、「業種別件数にっいては、 

建設業が最も多く過半数を占め、次いで製造業 

となっている」「動機については、建設業にあ 

っては無災害記録の更新又は元請事業者への配 

慮によるものが6割以上を占め、製造業にあっ 

ては外国人労働者の発覚を恐れるものが過半数 

を占めている」としている。労働省のまとめで 

は、労働安全衛生規則第97条(労働者死傷病報 

告)一労働安全衛生法第100条(報告等)違反で書 

類送検を行った件数が、全国で、平成元年度19 

件から2年度37件となっており、かなりの部分 

を外国人労働者の労災事故が占めているという。 

そこで、「最近、労働災害の発生に関し、そ 

の発生事実を隠蔽するため故意に労働者死傷病 

報告書を提出しないもの及び虚偽の内容を記載 

して提出するもの(以下「労災かくし」という。) 

がみられるが、このような労災かくしが横行 

することとなれば、労働災害防止対策を重点と 

する労働基準行政の的確な推進をゆるがすこと 

になりかねず、かかる事案の排除に徹底を期す 

る必要がある」としている(局長通達)。そして、 

①関係書類受理時の点検及び相互間の突合、② 

被災労働者等からの申告等、③監督指導時の確 

認により事案の把握•調査を行い、事案を発見 

した場合には、司法処分を含め厳正に対処する 

こととしている。

今通常国会には、建設業における労働災害防 

止対策として、注文者の違法な指示の禁止(第 

31条の3関係)等を盛り込んだ労働安全衛生法の 

改正案が上程され、その法改正のもととなった 

中央労働基準審議会の建議(92年1月10日付)で 

も次のように指摘されている。「建設業におい 

て労働災害が多発している背景には発注のあり 

方や重層下請関係の下で作業が行われているこ 

と等の問題がある。本報告においても発注者が 

安全衛生上配慮すべき事項に関する指針の策定 

等対策の方向を示したところであるが、今後、 

これらの背景事情に対する対策をより一層充実 

させる必要があり、このための検討の場を設け、 

必要に応じ関係行政機関の参加を求める等によ 

り、総合的な検討を進める必要がある」。

(5)元請■親会社、企業のトップの責任追及 

これらはいずれも必要なことであり、その積 

極的な推進を期待する。しかし、問題は労災隠 

しの排除•再発防止の実効性の確保•向上であ 

り、これらの措置ではたして十分かという疑問 

が残る。ここではいくつかの点を指摘しておき 

たい。

第1に、労働者死傷病報告遵自体の問題。労 

働安全衛生法第100条(報告等)を根拠規定とし 

て労働安全衛生規則第97条で「労働者死傷病報 

告書」について次のように定められている。労 

働者が、労働災害その他就業中または事業場内 

若しくはその附属建設物内における負傷、窒息 

または急性中毒事故にあった場合、①死亡事故 

か休業4日以上の場合は、遅滞なく(様式第23号)、 

②休業の日数が4日未満の場合は、3か月分を 

まとめて(1月から3月まで、4月から6月まで、7 

月から9月まで及び10月から12月までの期問に 

おける当該事実について、それぞれの期間にお 

ける最後の月の翌月末日までに、様式第24号)、 

事業主が労働者死傷病報告書を所轄労働基準監 

督署長に提出しなければならない。しかし、こ 

の労働者死傷病報告書の様式自体に、被災労働 

者や遺族、労働者代表等の確認を受ける欄がな 

いため、事業主が勝手に虚偽報告をしても労働 

基準監督署でチェックできない原因の一つにな 

っている。確認欄を設けて確認を受けるように 

するとともに、提出された報告書等をチェック 

できること(閲覧•謄写の権利)を明示すべきだ。 

また、①の「遅滞なく」(具体的期限は示され 

ていない)という規定について「1週問以内」等 

と具体的に期限を定め、期限内に提出されてい 
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ない場合には違反として厳しく取り扱うべきで 

ある。

第2に、労災事故が発生した場合に、労働者 

死傷病報告書を提出しなければ法違反になるが、 

労災保険の手続(被災者や遺族に、請求権があ 

ることを知らせて助力する)をとらなくても、 

ただちに法違反とはされないという問題である。 

労災保険給付は被災労働者や遺族等の請求に基 

づいて行うこととされているが、外国人労働者 

の労災事件の報告からみて、請求できること自 

体を知らされていない実態が問題だ。労災保険 

法施行規則第23条に、①労災保険請求手続に対 

する事業主の助力義務と、②被災労働者本人や 

その逍族から請求手続に必要な証明を求められ 

たときは、事業主は速やかに証明をしなければ 

ならない旨の規定があるものの、罰則規定がな 

い。罰則を定めて厳格に適用すべきである。ま 

た、同施行規則第49条に労災保険関係法令の要 

旨の周知義務(違反すると労災保険法第46条(使 

用者等の報告、出頭等)違反として6か月以下の 

懲役又は5万円以下の罰金の罰則)があるが、労 

災保険の請求ができることを知らされていなけ 

れば同条違反として取り扱うようにすべきであ 

る。労災保険が適用されていなければ、労働基 

準法の災害補償規定に戻って労基法追反として 

対処することも可能なはずである。被災労働者 

や遺族が要求した場合はもちろん、労災保険へ 

の請求ができることすら知らされていない場合 

も含めて、労災保険の請求手続に協力しない事 

業主に対しては罰則を課せられる仕組みを整備 

して、そのような事態がないように指導を強化 

すべきだ。

第3に、労災隠しや労働関係法令違反で関係 

者が処罰される場合、直接の履用主だけが処罰 

され元請や親企業は処罰されなかったり、企業 

のトップは処罰されずに現場責任者や直接作業 

に携わった労働者のみが処罰されるような場合 

があまりにも多いという問題。現行法令でも、 

労働基準法第121条、労働安全衛生法第122条で、 

法違反の行為者だけでなく法人(の代表者)も加 

罰できることにはなっている(両罰規定、労基 

法が「事業主のために行為」した場合に限って 

いるのに対し、安衛法ではそのような条件をつ 

けていない)にもかかわらず、企業のトップに 

対する加罰が法違反の実行者(労働者であるこ 

とも多い)に比べて低く、罰則の程度が低いこ 

とは否めない事実である。

この点では、労働基準監督官が書類送検した 

場合に、検察当局が、なかなかしかるべき骱則 

を課さず、あるいは起訴しないこともあるとい 

う事情もある。その原因の一つとして、労働从 

準法•労働安全衛生法違反事件を検察当局が公 

安関係の担当としていることがあると考えられ 

る。労使関係一治安問題という一時代前の発想 

が残っているとしかいいようがない。交通似故 

の場合などと同様に一般刑事事件として扱い、 

迅速かつ厳しい対処をすべきだ。

その上で、やはり労働行政の姿勢が問われな 

ければならない。労働安全衛生法では、一定規 

模以上の事業者は総括安全衛生管理者(奶1()条) 

や安全管理者(第11条)等を、建設• 土木エ4い 

造船業などの請負氓業の元請事業者は統括安令 

衛生責任者(第15条)や元方安全衛生管理者(奶 

15条の2)を、選任して、安全衛生管理をさせな 

ければならないと定めている。これらが、形式 

的に選任されていたとしても、その管理の実態 

が不十分であれば、事業者(企業のトップ)をこ 

れらの条文違反で処罰することも可能だと思わ 

れるが、そのような事例は報告されていない。 

先の課長通達が「労災隠しの動機は、(建設菜 

にあっては)元請からの指示•圧力や元請への 

配慮によるものが多いjと指摘し、中央労働丛 

準審議会の建議が「(建設業における労災多発 

の背景として)発注のあり方や重層下請関係」 

を指摘しているように問題の根本にメスを入れ 

なければ、事態の改善は望めないだろう。
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4労災発生責任の追及

(1)自主交渉による民事損害賠償請求 

労災保険による休業補償は、平均賃金の80% 
で、賞与等は含まれない。障害補償や遺族補償 

も、年金の場合は一部賞与等を考慮した支給金 

がつくものの、基本的に損害額の80%の水準と 

して算定されている。療養補償は治療費の全額 

支給されるものの入院雑費等は支給されず、通 

院費も一定の場合しか支給されない。また、慰 

謝料は支給されない、など労災保険による補償 

水準は、被災労働者とその遺家族の生活を権利 

として保障するのには決して十分な水準となっ 

ていない。そこで、労災保険の補償水準の改善 

を求めると同時に、損害賠償請求や法定外補償 

制度の確立を求める取り組みがなされてきた。 

今回の調査では、外国人労働者の労災事件の場 

合でも、たんに最低限の法定補償である労災保 

険の適用にとどまらず、事業主の労災発生責任 

を追及し、労災保険による補償を上回る補償を 

させるよう取り組んでいる事例が報告されはじ 

めている。

埼玉県の建設現場で働いていた中国人就学生 

がローリングタワーを移動中、誤って右足親指 

を骨折してしまった。彼の雇い主は6次の下請 

業者であり、労災申請せず、当面の治療費とわ 

ずかな生活費を与えていたのみだった。支援団 

体が交渉を要求しても、雇い主が交渉に応じな 

いため、元請の大手建設会社と交渉。最終的に、 

治療費の全額と100%の休業補償、見舞金及び 

解決金を支払わせて和解している。

労働者死傷病報告書の虚偽報告による「労災 

隠し」の事例として紹介した韓国人労働者Aさ 

ん(35歳)ケースでは、被災者と支援団体が、元 

請であるF建設と下請業者に対して団体交渉を 

申し入れ、損害賠償に関する交渉を行った。そ
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の結果、当該被災者への謝罪を表明させ、労災 

の損害賠償金として2,200万円を支払うものと 

する協定書を締結した。補償金の内訳は、治療 

期間中の休業損害として100万円、治療期間中 

の慰謝料として200万円、後遺症に対する逸失 

利益として1,100万円、後遺症に対する慰謝料 

として800万円、合計2,200万円となっている。 

労災隠し問題がマスコミで報道され、社会的に 

責任を追及されることをおそれた元請らが、要 

求額の10%増の回答を示し、和解を急いだもの 

だ。

同じ「労災隠し」のbさん(n歳)についても、 

最近、関係4社との間で、後遺障害が労災保険 

の障害等級第5級〜第14級に認定される場合を 

想定して、約740万円(第14級の場合)〜約4717 
万円(第5級の場合)の損害賠償金を支払うとい 

う協定書が締結されている。他にも、東京都大 

田区の建築現場で起きた労災事故で右示指を切 

断し、障害等級11級の認定を受けた韓国人男性 

の場合に、元請業者が後遺症の損害賠償金とし 

て500万円を支払った事例もある。全体的に見 

ればまだ数は少ないものの、労災保険の適用は 

当然の前提として、それを上回る損害賠償を行 

わせる取り組みが進められている。

(2)労災民事損害賠償裁判
自主交涉がまとまらず、損害賠償の裁判まで 

発展している事例も5件報告されている。千葉 

県の鉄骨製造会社で働いていたフイリピン人男 

性は、安全の確認がなされないまま下ろされた 

クレーンによって、右手親指が鉄骨製品と仮設 

台との間に挟まれ切断してしまった。彼は、事 

業主から療養費の全額と一定の休業補償が支払 

われていたが、障害が残るため弁護士に依頼し、 

雇用主に損害賠償の裁判を提起した。

群馬県伊勢崎市のプレスエ場で働いていたイ 

ラン人男性(24歳)は、100tプレスで鉄板を加工 

中、右手で部品を取り出し左手で鉄板を入れた 

特集/外国人労働者の労災白書92年版=

ところ、誤ってペダルスイッチを踏んでしまい、 

左手指2本を切断。会社は労災を申請しておら 

ず、弁護士の協力を得て障害等級第10級の認定 

を受けた。安全装置が作動せず、事故前に経営 

者にそのことを指摘したが、相手にしてもらえ 

なかった。雇用主は事故直後、本人に帰国費用 

として75万円を渡し、領収証だと偽って本人に 

読めない日本語の示談書にサインをさせていた。 

弁護士が入っても交渉に応じないため、前橋地 

裁に提訴。労災保険給付以外の損害賠償2106万 

7454円のうち印紙代節約のため1000万円を請求。 

すでに口頭弁論が3回行われている。

東京都西多摩郡のプレスエ場で働いていたイ 

ラン人男性(26歳)の場合は、60tプレスで鉄板 

を加工中、左手で部品を取り出し右手で鉄板を 

入れたところ、誤ってペダルスイッチを踏んで 

しまい、右手指4本を切断。障害等級第8級の認 

定を受けた。安全装置は常に切られており、 

「早く、早く」と作業を急かされていることが 

事故の原因だったが、雇用主は労災申請もして 

いなかった。弁護士が入っても交渉を拒否され 

たため、東京地裁八王子支部への提訴に踏み切 

った。労災保険給付以外の損害賠償3659万683 

円のうち印紙代節約のため2000万円を請求。す 

でに口頭弁論が4回行われ、裁判所による工場 

の現場検証も実施された。

千葉県野田市の金属加工会社に勤務していた 

バングラディシュ人男性(32歳)は、就労12日目 

に初めてプレス機械の仕事に回された直後、右 

手指をプレス機に挟まれて負傷した。この事故 

で彼は右手指3本を切断してしまった。雇用主 

は、当初自費で治療費を払っていたが、本人か 

らの相談により支援労組が交渉に入り、労災申 

謂の手続をとらせ、最終的に障害等級第8級の 

認定を受けた。労災の発生原因は、彼がプレス 

作業を行う直前、雇用主自らが機械の不具合を 

調整したものの、プレスのスライドがうまく機 

能していなかったことにあった。安全装置はそ 

もそもついていなかった。1992年3月13日、彼 

は東京地裁に総額3000万円の損害賠償を求める 

訴訟を起こした。

モハメド•イクパルさん(29歳)が、神奈川県 

川崎市にある日産グラビア印刷社に働き始めた 

のは、1988年11月。故郷パキスタンに残してき 

た9人の家族の生活を一身に背負って黙々と働 

き続けてきた。91年3月8日、いつものように印 

刷機の清掃をしている時、はめていたビニール 

手袋がギヤに巻き込まれた。アッという間に肘 

まで入ってしまい、自分で機械を止めたが抜け 

ず、会社の機械修理工などが約1時間かかって 

印刷機を解体し、救急車で病院へ。肩と肘の間 

で切断することになった。腕を失ったショック 

と将来への不安、何よりも彼の元気な帰国を心 

待ちしている年老いた父母、妻や幼い子供、弟 

達のこと。おそらく友人も見ていられなかった 

のだろう。「なんとかしてあげられないか」と 

いう相談が支援団体にもちこまれた。

その後、労働組合に加入し、会社に連絡をと 

ると、「労災保険の手続もちゃんとやっている。 

おたくには関係ないはずだ」。団体交渉要求書 

を送付し、電話も入れたが、会社は「やらない」 

の一点張り。何度目かの電話でようやく会うこ 

とを約束したが、2回目の団交の席では次のよ 

うな発言を一気にまくしたてた。「わざとやっ 

たんだ。赤信号に突っ込んだようなものだ」 

「機械をバラしたから2週間も仕事ができなか 

った。こっちが損害賠償を要求したいくらいだJ 

さらに「イクバルは事故の1週間前に、家を買 

いたいからと70万円の借金を申し込んできた。 

それを断ってから勤務態度が悪くなった」など 

という全くのデッチ上げの話まで持ち出した。 

金にこだわっているのは会社の方であり、金惜 

しさに事実までも歪めている。

この後会社側の弁護士なるものが登場し、事 

務折衝をした。やはりわざとやった可能性を否
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定できないとし、日本とパキスタンの貨幣格差 

まで持ち出す。団交、事務折衝も不調に終り、 

1992年3月16日、イクバルさんは横浜地裁に総 

額7,900万円の損害賠償訴訟を提訴している。

(3)外国人労働者の「いのちと健康の値段」 

労災裁判と労災法定外補償(上積み補償)制度 

の確立を求める取り組みは、車の両輪として進 

められてきた。法定外補償制度は、総評弁護 

団(現日本労働弁護団)や日本労働者安全センタ 

—(89年9月解散)の呼びかけもあって、1960年 

代後半から急速に広がり、1970年代半ばまでに 

は大企業でほぼ行き渡って、さらに労働組合の 

ない中小の企業にも波及していった(78年の労 

働省調査によると労災付加給付「有」の企業は、 

10〇〜299人規模で62.7%、3〇〜99人規模でも 

51.6%と過半数にのぼっている)。現在、労災 

法定外補似の水準は、大手企業では、死亡災害 

の場合で(障害等級第1〜3級の重度災害の場合 

もほぼ同程度)2,500〜3,000万円の水準になっ 

ている。棋業場内で死亡した場合には業務外で 

あっても12か月分の賃金を補償する制度を定め 

ている企業もある。

しかし、調査事例で法定外補慣制度の適用を 

受けた事例は多くはない。外国人労働者が労災 

事故にあった企業にそもそも法定外補償制度が 

ない場合がほとんどであり、制度はあってもパ 

-卜や外国人労働者には適用しないというケー 

スも多い。支援団体が入って適用させた事例も 

あるが、交涉や裁判という手間をかけるまでも 

なく労災保険以上の補慣を受けることができる 

法定外補償制度にっいて、全ての企業に確立し、 

全ての労働者に適用させていくことは、日本の 

労働者、労働組合にとっての退驻な課題だろう。 

労災裁判や自主交涉による個別ケースにっい 

ての損害賠償請求は、法定外補償制度の確立や 

補償水準の引き上げを促進してきた。日本人労 

働者の場合で、最近注目されたものでは、90年
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12月26日に和解が成立した第一化成工業爆発事 

故災害事件の事例がある。同年5月26日、死者9 
名、重軽傷者17名を出した重大災害だったが、 

死亡者に対し、労災保険給付及び厚生年金給付 

などを除き、平均で約8,000万円(最年少独身者 

で約1億円)という賠償水準で解決している。

なお、労災法定外補償制度があったとしても、 

さらに労災民事損害賠償裁判を起こす上で何ら 

支障にはならない。民事損害賠償請求裁判にい 

たる確率が、労災事故の場合は交通事故の場合 

に比較して約40分の1にすぎないと言われる現 

状からしても、外国人労働者の場合に限らず、 

労災民事損害賠償裁判はより積極的に進められ 

るべきだ。

ところが、外国人労働者の損害賠償を求める 

交涉、あるいは裁判の場で、加害者一事業主侧 

の代理人になった弁護士が、損害賠償の算定基 

礎としては、被災外国人労働者が日本で実際に 

得ていた賃金水準ではなく母国の賃金水準を用 

いる、母国の貨幣価値で考えるべきだという主 

張を行ってきている。「〇〇国なら日本人の場 

合の〇〇分の一の補賞でよい」というのである。 

東京三弁護士会交通事故処理委員会編集の 

「民事交通事故訴訟•損害賠似額算定基準」と 

いう冊子がある。毎年版を重ねているが、この 

「1992年版j所収の、「損害賠償額の算定にっ 

いて」と題して行われた東京地裁民事第27部裁 

判官を囲む座談会で、同部所属の長久保守夫裁 

判官がそうした主張を肯定する発言を行ってい 

ることがわかった。数は多くないが、これまで 

出された判決が、いずれもそのような考え方を 

採用していないにもかかわらずである。しかも、 

個人的見解ではなく同部の見解と受け取れる注 

記をつけている。この冊子は、交通祺故の坳合 

だけでなく私たちが労災民事損害賠償請求額を 

算定する場合にも活用し、事件にかかわる弁護 

士のほとんどが持っているものだけにその影響 

は大きい。
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1992年2月28日には、外国人労働者弁護団が、 

長久保裁判官の見解は裁判を受ける権利を実質 

的に侵害し、内容的にも外国人への差別を助長 

するなどと指摘した意見書を提出。東京地裁も 

「発言は当然個人の見解であり、これによって 

在庁•在野の法曹が拘束されるものではないj 
(三宅弘人民事所長代行)と釈明しているが、長 

久保裁判官及び同部に、そのような見解をもち、 

表明したことに対して強く抗議するものである。 

前項で紹介したバングラディシュ人男性(32歳) 

の労災損害賠位裁判の担当裁判官は長久保裁判 

官その人。原告は、訴訟救助の申立も行ったが、 

長久保裁判官は、原告代理人弁護士に「外国人 

は、本国の賃金水準が低いため、3000万円の賠 

償金は髙い。1000万円に減額しなければ訴訟救 

助は認めない」との見解を示し、却下の決定を 

下した。単なる「見解」をこえて、現実にこの 

ような訴訟指揮を行っているのだ。

本白書では、この問題を重視し、法律的問題 

点について、第2部でくわしくふれる。法定外 

補慣にしろ民事損害賠償裁判にしろ、その水準 

を引き上げるための法律的議論はいろいろある 

ものの、いのちや健康は「金では買えないものj 
どんなに札束を桢み上げても似いきれないと 

いうこと。補償水準を引き上げることにより、 

労災を発生させてしまってからでは遅い、発生 

させた場合にはそれだけの金がかかる、ことを 

企業に知らしめ、起こってしまった結果に対し 

てではなく発生を予防することに金も努力もか 

けさせることにつながる、という思いがある。 

圧倒的に経済格差がある中で、日本での就労を 

求めて働く外国人労働者にとって、事業主の安 

全配慮義務違反によって労災事故に被災し、生 

命を苒われたり、一生消えることのない傷を背 

負っていかざるをえなかったときに、本国の貸 

金水準に見合う賠償さえすればよいといった状 

況になれば、安易な外国人労働者の使い捨てが 

まかり通ってしまうおそれがある。日本人と外 

国人労働者、また資格のあるなしでいのちの値 

段に差をつけようとする動きがあることを認め 

るわけにはいかない。

' | 
5まとめと提言

外国人労働者をめぐる問題はこれまで述べて 

きたことで尽きるものではない。報告された事 

例は少ないが、今後も問題になると考えられる 

研修生や興業ビザによる外国人芸能人など「労 

働をしているのに労働者と認められない労働者」 

をめぐる問題については補論で少しくわしくと 

りあげる。

私たちが今回調査した129件の調査事例は、 

すべて民間の支援団体に寄せられた外国人労働 

者からの相談である。前回の「白書」に比して、 

外国人労働者と労働災害は依然その発生状況は 

変わっておらず、重大•死亡災害や職業病問題 

など、今後懸念される事態も多い。また、外国 

人労働者の労災多発を隠蔽する悪質な「労災隠 

し」も社会問題になっている。民間支援団体が 

必死になって一つ一つの相談を解決するために 

努力しているが、その力も限界がある。改めて 

こうした実態を踏まえて、資格のあるなしを問 

わず外国人労働者を受け入れる条件を整備し実 

効性ある労働災害防止の具体的な施策をとって 

いくことが求められている。当面、特に強く求 

められる点について次にまとめておく。

一労働行政等関係行政機関に対して、

① 労働行政をはじめ関係行政機関が「救済第 

—、通報せず」の原則を一屑明確にし、「通 

報義務」を廃止すること。

② 雇用主罰則規定の廃止を含めた入管法の改 

正を早急に行うこと。

③ 労働省は、労災補償や権利侵害の回復が迅
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速.確実になされるよう、インフオメーショ 

ンや窓口対応の改善を進めること。

また、行政運営について情報公開を進める 

こと(情報•資料の開示、「部内限」通達の 

廃止など)。

④ 労働省は、研修、興業ビザによって入国し 

た外国人労働者であっても、労働の実態のあ 

る外国人労働者に対しては、労災保険をはじ 

め労働関係法令が適用されることを明確にす 

ること。また、少なくとも外国人研修生の実 

務研修に対して労災保険法を含む労働関係法 

令の適用を速やかに実施すること。

研修施設の労働安全衛生法に準じた措置に 

ついて、労働行政が指導•監督したり、入管 

行政が「実態が労働である」と判断した研修 

生の権利の回復のために労働行政と連携をと 

る、など、人権侵害が放置されないための関 

係行政機関の連携を図ること。

⑤ 労働省は、労災隠しや労災補償金の横領と 

いった悪質な事例を排除するために実効性の 

ある対策を強化すること。

•労働者死傷病報告窖の様式に、被災労働 

者や遺族、労働者代表等の確認を受ける欄 

を設けるようにするとともに、提出された 

報告書等のチェック(閲覧•謄写の権利)で 

きるようにすること。また、死亡又は休業 

4日以上の事故の場合の提出期限を「1週間 

以内」等と具体的に定め、期限内に提出さ 

れていない場合には違反として厳しく取り 

扱うべきである。

•労災保険法施行規則第23条の労災保険請 

求手続における事業主の助力•協力義務に 

罰則を定めて厳格に適用すること。また、 

同施行規則第49条の労災保険関係法令の要 

旨の周知義務は、労災保険の請求ができる 

ことを知らされていなければ違反として取 

り扱うようにすること。また、労災保険が 

適用されていなければ、労働基準法の災害

補償規定違反として対処するようにするこ 

と。

•労働省は、労災隠しや労働基準法•労働 

安全衛生法等の違反事件に対し、企業の卜 

ップや元請•親企業の責任を追及(処罰)す 

るようにし、再発防止を図ること。 

.検察当局は、労働基準法：労働安全衛生 

法違反で書類送検された事件を公安関係の 

担当とすることをやめ、交通事故の場合な 

どと同様に一般刑事事件として扱って、迅 

速かつ厳しい対処をすること。

⑥ 労働省は、入管法上の就労資格のあるなし 

にかかわらず、外国人労働者に対する適正な 

安全衛生、労働条件を確保するため、現行法 

令に基づく指導を強化するとともに、具体的 

な指針を作成して指導に当たること。

法違反の是正勧告にあたって、資格外就労 

外国人の場合は是正期日を指定しないという 

取り扱いをただちにやめること。

-労働組合、支援団体をはじめ労働者、市民に 

対して

① 不幸にして労働災害にあった資格外就労外 

国人に対して、般低限の法定補償である労災 

保険の適用を「常識」化させていくこと。

② 働く者同士の国籍、民族や雇用形態の違い 

による労働条件の格差•差別をなくしていく 

こと。

③ 交渉•裁判いずれの手段によるにしろ法定 

補償を上回る損害賠償請求や法定外補償制度 

を全ての事業所の全ての労働者に確立•適用 

させる取り組みを強化していくこと。

最後に、これまでの取り組みが、主に被災し 

た外国人労働者自身とその仲間たち、そして民 

間の支援団体に支えられてきたことを強く指摘 

しておきたい。前回の「白書」でも指摘したこ 

とだが、政府や地方自治体等がなすべきことは 
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非常に多いが、それらが行われてもなお、民間 

支援団体や外国人団体の役割は残るし大きいと 

言わざるを得ない。関係行政機関は、民間支援 

団体や外国人団体の行政過程への参加•関与を 

促すとともに、積極的な援助を行うべきであり、 

これらの団体に多くの労働者、市民の支持と協 

力が寄せられることを期待する。

補 労働していても労働者とされない外国人

i.......................................... ................................

(1)外国人研修生の労災事故

入管法上合法な就労(「実務研修」と称して 

いる場合を含む)であっても、労災保険の適用 

や労働関係法令の適用に当たって重大な問題が 

生じている。ここでは、外国人研修生と興行ビ 

ザで来日する外国人芸能人の場合を取り上げる。 

外国人研修生の労災事件にっいては、今年度 

の調査で報告されているのは2件だけ。うち1件 

は、神奈川県の金屈加工会社に研修に来ていた 

中国人男性が、プレスと思われる機械に右手を 

押し潰される事故で右手を挫滅する負傷を負っ 

たケース。その男性は中国の国際貿易公司から 

研修生として来日していた。被災後、治療費、 

生活費は会社が負担していたというが、寮住ま 

いで仕事ができないため、会社は帰国しろと迫 

り、中国側は何も言ってくれないという深刻な 

事例が報告されている。

ここでは、昨年テレビで放映されたケースに 

ついて紹介して、この問題について考えてみる。 

東京都大田区京浜島にある金属熱処理工場で 

6人の中国人研修生が、材料運搬や熱処理加工 

作業に従事していた。事件が起きたのは1991年 

6月4日、31歳の中国人研修生•京生(らきょ 

うせい)さん(男性)が、工場前敷地を材料運搬 

中、無人のフォークリフトが彼に向かって走り 

出し、フォークリフトと工場前の公道に駐車し 

てあったトラックの間に挟まれて死亡した(エ 

場建屋から公道に向かって傾斜があった)。

番組では、関係行政当局者に見解を述べさせ 

ている〇

水上警察署の副署長は、「単純な交通事故、 

業務上過失致死事件として調査はした」。

大田労働基準監督署の労災課長は、「研修生 

は労働者ではないということになっているから、 

労災保険の適用はない」。「労働者性があれば、 

また別だが」とも言っているが、それを判断す 

るための調査を行ってはいない。

番組は、「東京都出入国管理事務所が、実態 

が研修であったか労働であったのか調査に乗り 

出した」というナレーションで終わっている。 

実は、6人の研修生はこの会社の親会社が受 

け入れた17人の中国人研修生の一部。親会社が 

入管当局に提出した研修計画には下請のこのエ 

場での「実務研修Jは記載されていなかった。 

「研修」の実態も、午前8時から午後5時まで全 

て実務=労働を行い、残業も行っていた(時給 

50〇〜600円)。

法務省の研修生の受け入れ基準では、「修得 

しようとする技術、技能又は知識が同一の作業 

の反復のみによって修得できるものではないこ 

と」「実務研修の時間が研修を受ける時間全体 

の3分の2以下であることjなどが定められてい 

る(上陸審査基準、平成2年法務省令第16号)。 

また、「研修生に対する残業については、研修 

という性格上認められません。また、深夜まで 

実務研修を行わせた場合には実態上就労であり、 

原則として研修とは認められません」(中小企 

業庁、法務省、外務省及び労働省が協力して作 

成した「中小企業事業者のための外国人労働者 

問題Q&Aj)、「研修手当の額は、渡航費、 

滞在費等の実费の支払いの範囲を超えてはなら 

ない。また、実質的に労働の対価としての意味 

を持つものであってはならない」(法務省の入
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管法の解釈、総務庁行政監察局「外国人の就労 

に関する実態調査結果報告書」)などというこ 

とにもなっている。紹介したケースがこれらに 

反することは明白であるし、多くの「研修」の 

実態が同様であることは議論の余地はなかろう。 

最近公表された総務庁行政監察局の実態調査結 

果報告によっても、法務省の受け入れ基準が必 

ずしも守られていない実態の—端が明らかにな 

っている。

このケースにっいて、結果的に東京入管は、 

親会社の受け入れた18人の中国人研修生全員を 

帰国させたということである。番組の取材班に 

対して、同僚中国人研修生たちはロを閉ざして 

何も語らなかった。企業や派遣元(母国)等から 

箝口令を敷かれていたように見えるし、何より、 

被災者の事件を通じて自分たちが帰国させられ 

ることになるのを恐れていたのであろう。現行 

「研修制度」は、就労先が研修企業に限定され 

ている(自ら就労先を選択することができない) 

外国人研修生にとって、権利の侵害があっても 

黙って耐えるか、権利を主張することによって 

出国させられるかしかない制度になっていると 

いえる。これが外国人研修生の人権問題を表面 

化させにく くしている最大の問題である。特に、 

中国人研修生などの場合は、送り出し先の省政 

府等が「日本で問題を起こさない」旨の契約書 

を出させていることが多く、何かあれば(権利 

侵害を主張した場合でも)帰国後責任を問われ 

ることになりかねない。このような権利主張の 

しにくい実態から出発した権利侵害の防止対策 

が必要なのである。

ところで、入管当局が「実態は研修でなく労 

働であった」と判断したとすると、「労働では 

ないからうちは関係ない」としていた労働基準 

監督署の姿勢が問われるはずである。労災保険 

の遺族補償給付等の請求権の時効は5年。研修 

手当という名称の賃金が最低賃金法に違反して 

いなかったか、残業手当等は正当に支払われて 

いたかということも問題になるが、未払賃金の 

請求権の時効は2年である。現時点にいたるも 

労働基準監督署がこれらの問題について動き出 

した形跡はない。昨年3月11日のわれわれとの 

話し合いで労働省は、「労災事故が起こった場 

合に、実態が労働と評価されるときは、労災保 

険が適用される」と回答したが、被災労働者本 

人や遺族から具体的な請求•申告等がなされな 

いかぎり、労働行政自ら積極的に実態を判断す 

る姿勢はないということなのか(前述した外国 

人研修生が権利主張しにくい状態に置かれてい 

る実態を全く理解しない姿勢だ)。入管当局の 

判断が労働基準監督署に伝えられているかどう 

もかも不明、関係官庁が連携をとっているわけ 

ではないのである。少なくとも、監督署は労災 

隠し一労働安全衛生法第100条違反で調査•立 

件することができるし、監督署あるいは入管が 

様々な誚求権があることについて被災者の迫族 

に知らせるようにしてよいはずだ。

入管当局は研修受け入れ時点で書類中心の調 

査をするだけで、受け入れ後の実態については、 

無関心、労働行政も自ら実態を調査しようとは 

していないまま、制度のタテマエは形骸化して 

いることを如実に示すケースである。現行の受 

け入れ基準を遵守させるにしても、例えば、 

「研修施設については、労働安全衛生法の規定 

する安全衛生上必要な措囿に準じた措置を謂じ 

ていることJなどのチェック、指導はやはり労 

働行政が担うべきだろう。労働行政は、労災事 

故が起こってしまったり、法違反の申告が来る 

のを待つのではなく、権利主張をしにくい実情 

に留意して、実態の把握、権利侵害の是正を行 

うべきである。

なお、このケースについては、たまたま公道 

上の車両がらみの事故であったために、自動車 

損害賠償保険が適用され、遺族に約1,000万円 

支払われたという(自賠責保険が適用されたか 

らといって労災保険の請求権がなくなるわけで
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はない)。

研修生には労災保険を適用しない代償として 

「研修中に死亡し、負傷し、又は疾病に罹患し 

た場合における保険(労働者災害補償保険を除 

く。)への加入その他の保障措置を講」ずるこ 

とが求められている(平成2年法務省令第16号、 

上陸審査基準)。この保険等の加入措置を講じ 

ていないケースがままあることは各種調査やわ 

れわれの経験からも明らかであるが、措置を講 

じている場合でもその保障内容•レベルに問題 

があって代償措置たりえていない。総務庁行政 

監察局の実態調査も含めて保障内容•レベルを 

明らかにした調査はないが、相談の経験等に即 

してみれば、最髙レベルで死亡時500万円とい 

ったところである。自賠責保険が適用された本 

ケースはまだ幸運と言える状況であり、死亡や 

後遺障害に対しての年金制度まで備えた労災保 

険制度にははるかに及ばない。

労災事件や権利侵害を闇に閉じ込めてしまう 

現行研修制度の改革は不可避であり、少なくと 

も外国人研修生の実務研修に対して労災保険法 

を含む労働関係法令の適用を速やかに実施すべ 

きである。

(2)興行ビザで来日する外国人芸能人 

研修生以外でも、実態が労働であるにもかか 

わらず労働と認めずに労働関係法令が適用され 

ないケースがも問題となってきた。労災事件と 

して報告されている事例は1件だけだが、東京 

都内のクラブでダンサーとして働いていたオー 

ストラリア人女性(22歳)が、リハーサル中に回 

転式の機械に引っかかって左足を負傷し、38針 

を縫ったケースである。賃金、治療費は会社が 

負担したが、これは弁護士が入って金銭和解を 

したと報告されている。

1991年4月に「興行」ビザで来日し、福島県 

白河郡搞町のクラブで働いていたフイリピン人 

ダンサーのマリクリス•シオソンさんが、9月

14日、塥厚生病院で死亡。死因は激症肝炎と診 

断されたが、フィリピン国家捜査局が検視解剖 

報告書で遺体に刺し傷や打撲傷を確認して「死 

因は頭部の外傷jとの結論が出て、フィリピン 

のトレース労働大臣が調査のため来日するなど 

大問題になった。10月22日に、来日したトレー 

ス労働大臣との小里前労働大臣が、「雇用労働 

者については、日本の労働法の適用を受けるが、 

芸能人には適用されない」との説明を行ったと 

報じられたのである。事件自体は労災事件では 

ないが、興行ビザで来日する外国人芸能人が、 

労働関係法令の適用を受ける「労働者」に該当 

するか否かという問題がクローズアップされた 

のである。

労働基準法上(労災保険法上も同様)の「労働 

者」の判断については、「契約形式にとらわれ 

ず、実質的に労働関係があるか否かについて個 

別に判断すべきである」(昭和41年1月5日付基 

収第6573号)とされ、「事実上労働関係が存す 

るときは、法の適用がある」(昭和23年1月9日 
付基発第13号)とされている(研修生についても 

この判断は適用される)。芸能タレントの労働 

者性の判断についてはこれまでもしばしば問題 

になってきたため、「労働者」に該当しない者 

の具体的判断基準として、次のメルクマールが 

示されている(昭和63年7月30日付基収第355号)。 

①当人の提供する歌唱、演技等が基本的に代替 

できず、芸術性、人気等当人の個性が重要な要 

素となっていること、②当人に対する報酬は、 

稼働時間に応じて定められるものではないこと、 

③リハーサル、出演時間等スケジュールの関係 

から時間が制約されることはあっても、プロダ 

クション等との関係では時間的に拘束されるこ 

とはないこと、④契約形態が雇用契約でないこ 

と。

興行ビザを発給され来日する外国人芸能人と 

その招聘者■出演先との間に雇用契約が締結さ 

れ、また、招聘者が招聘する場合には芸能人と
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招聘者との間には雇用契約が、招聘者と出演先 

との間には請負契約が締結され(法務省入国管 

理局監修「図解 入国•在留マニュアル」)、 

いずれにしても芸能人と招聘者もしくは出演先 

との間には雇用契約が締結されている。すなわ 

ち一般的に「労働者」に該当すると考えられる 

のである。

興行ビザで来日している外国人芸能人の6割 

近くをフィリピン人が占めているが、多くの場 

合の就労実態は次のとおりである。海外雇用庁 

が発行するブルーカードの発給を受けた女性を 

フィリピン現地で招聘者がオーディションによ 

り面接、採用を決定する。招聘者は出演先を決 

め、来日した芸能人をその出演店に送り込む。 

出演店における芸能人の公休日や出退勤時間は 

指定されている。勤務時間内にエンターテナー 

としての練習も行われ、エンターテナー業務に 

従事している時間以外は接客業務や雑用を行う 

よう指示されている(パスポートを取り上げら 

れ、こうした業務指示に関して諾否の自由がな 

い場合も多い)。業務の指示に反した場合や欠 

勤•遅刻の場合などには、過怠金が徴収されて 

いる。さらに、契約上の報酬は20万円以上支払 

われることになっている(実際は35〇〜500ドル 

程度しか支払われていない場合も多い)が、こ 

の報酬は労働時間を基礎に計算され、欠勤等で 

就労しない場合は控除されている。

このような実態を考えれば、これまでの労働 

省の解釈に照らして、フィリピン人をはじめと 

した外国人芸能人のほとんどが「労働者」であ 

ることは疑いの余地がないはずである。しかし、 

労働大臣の発言だけでなく、この問題が取り上 

げられた国会答弁(1991年11月22日衆議院労働 

委員会)でも労働省は、次のような見解を示し 

ている。「(福島県のシオソンさんのケースに 

ついて調査した結果)ショーに2回出ておったわ 

けでございますが、その合間に客席にはべると 

いうこともあったわけですけれども、全体を総 

合してやはり興行という仕事であって、労働基 

準法で言うところの労働者には該当しないとい 

う判断を下したところでございます」。「要す 

るにショーをやっているわけで、そのショーの 

内容といいますのは、一般の労働と違いまして、 

言ってみれば芸術性のあるものである。そうい 

った芸術性の発現を業務として行,ということ 

で、本人の芸術性の発揮ということが非常に大 

きな要素になっているという点からすると、基 

準法上に言うところの労働者に当たらないので 

はないかという判断を一般的にはいたしておる 

ところでございます」。

「ただ、具体的にいろいろなケースがあって、 

実際の問題としてこれはやはり労働者に当たる 

という場合があり得ることは否定できないわけ 

でございまして、そういう場合につきましては、 

労働関係法の違反があれば、それに応じまして、 

我々としては厳正に対応するということにいた 

しております」とも述べてはいるものの、これ 

までの見解を変えたかのようにも受け取れる。 

実際に、労災事故や贷金未払い等の事件が起こ 

れば、実態に即して「労働者」であることを認 

めさせ、労働関係法令を適用させることは全く 

可能であると判断している。

しかし、外国人研修生の問題で触れたように、 

労働省をはじめ関係行政機関が自ら進んでは実 

態の把握も労働条件等の改善等に取り組むこと 

なく、請求や申告待ちという受身の姿勢に終始 

する懸念は大きい。興行ビザで入国する外国人 

芸能人が、いざ医療が必要となったときにも無 

保険•無保障状態に放置されることになりかね 

ない。結果的に、そのような行政の姿勢が、外 

国人芸能人をめぐる、ヤクザやヤクザまがいの 

招聘者による強制労働、中間搾取、货金不払い 

違約金の徴収、パスポートの取り上げ、はなは 

だしい場合には売春の強要等いった重大な人権 

侵害をゆるし、助長させることにもつながって 

いると言えるのである。 ■
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1 外国人の生命は「安い」のか

日本で観光しあるいは働く外国人の増加に伴

い、交通事故や労災事故が急増している。

そして、事故の後、加害者にどう损害賠償を 

負担させるかということが、自主交涉や裁判で 

問題になるにつれて、「外国人の生命は安い」 

という主張が、大手をふって展開されるように 

なってきた。

「出稼ぎ労働者、不法就労者には、それに即 

応した補償のやり方がある。j

「〇〇国の賃金水準は、日本の50分の1だ。 

損害賠償もその割合で考えるべきだ。j

「母国の貨幣価値で考えれば、日本の100万 

円も大金だ。j
このような考え方が、いろいろと理屈の衣を 

まとって展開されるさま、そしてそれが理論的 

にも誤ったものであることは、後にくわしく述 

ベよう。しかし、何よりも問題なのは、このよ 

うな考え方が出てくる背景だ。

外国人の損害賠们を日本人と区別しようとす 

る発想の背景にあるのは、いうまでもなくでき 

るだけ出費を値切りたいという、加害者の本能 

だ。その本能が、「外国人の母国の賃金水準」 

「不法就労」といったさまざまな差別のための 

口実を持ち出すのだ。

しかし、このような理屈がとおれば、外国人、 

とりわけ「不法就労Jと言われる外国人が、日 

本社会で人権を尊重されることは困難となる。 

彼らを死亡させても、障害を与えても、日本人
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より著しく低額の賠償で済むとするなら、心な 

い日本人は、誰も彼らの生命や身体を大切とは 

考えなくなるであろう。「日本人一人分の金で 

外国人を何人も殺せる」という考え方すら出て 

きかねない。

労働現場においては、事態はより日常的かっ 

切実だ。今でさえ、外国人労働者は、3K職場 

といわれる低賃金でかっ作業条件が劣る職場で 

働いている。その中で、経営者の使い捨て意識 

により、労働災害が多発し、「労災隠し」が行 

われていることは既に述べたとおりだ。そのよ 

うな状況で、外国人は死亡させても、障害を与 

えても低額な賠償ですむ、ということになれば、 

外国人がより危険で劣悪な作業環境に追いやら 

れることは、容易に想像できる。

この問題は、日本社会において、外国人の生 

命や身体を日本人と平等に扱うのかどうかとい 

う、基本的問題なのだ。

かって、昭和40年代に、似たような差別が、 

問題となったことがあった。女性の幼児の逸失 

利益の計篇にっいて、保険会社や一部の裁判所 

が、女性の幼児は成人してからも主婦となって 

現金収入を得ない蓋然性があるから、損害賠償 

の算定において逸失利益は認められないとの判 

断を下したのだ。これに対しては、当然女性に 

対する差別だとする世論の強い批判があり、最 

終的に判例は変更されるにいたった。確かに、 

当時の現実をとって見れば、女性が仕事にっか 

ず家庭に入ることはある種の「常識」であった 

かもしれない。しかし、その「常識」が極めて 

流動的なものでしかなかったことは、現在では 

明らかだ。そして、右のような判断がいかなる 

理屈をっけようと、「女性への差別意識」とい 

う今一っの「常識」に支えられていたことも疑 

いようがない。

このように一見「常識」と見える考え方が、 

その実、差別意識に支えられ、しかも将来を全 

く見据えないものでしかないことは、よくある 

ことだ。そして、後に述べるように損害賠償実 

務も裁判所も、外国人の損害賠償について再び 

同じような過ちをくり返そうとしている。

2損害賠償実務の状況

(1)労災保険の支給

労働基準監督署で扱われる労災保険給付は、 

日本人と外国人との問に差別は設けられていな 

い。まず、積極損害にっいては、治療費に相当 

する療養補償給付及び葬祭料(定額)ともに外国 

人も同様に支給される。消極損害にっいても、 

休業損害の8割に相当する休業補似給付及び同 

特別支給金、労働者が死亡もしくは後逍障害を 

負った場合の、逸失利益の一部に相当する遺族 

補償給付ならびに障害補償給付及び同特別支給 

金は、労働者が事故の直前に日本の職場で得て 

いた平均貸金を基礎に算定され、その限りでは 

外国人であるがゆえの不利益はない。

これは、日本国内での労働条件に関する日本 

人と外国人との差別を禁ずる労働蕋準法以下の 

労働法のもとでは当然のことだ。

ただし、外国人が労災保険給付を受ける場合、 

労基署から入管への通報の危険性、労災事故の 

後母国へ戻って治療を継続し、あるいは後遺障 

害の認定を受けるために日本人にはない繁雑な 

手続を強いられるという問題はある。

なお、労災保険給付は、休業损害や逸失利益 

の一部を保険によって補償するものにすぎず、 

その余の部分及び労災保険によっては全く補償 

されない慰謝料は、使用者に対する損害賠償請 

求によって行使することになる。その場合の損 

害の算定については、後述する裁判における損 

害の算定という問題が生じる。

(2)自動車保険の状況
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交通事故における損窖賠償については、外国 

人が被害者の場合の特別の基準は、まだ、作ら 

れておらず、個々の事例に応じて対応している 

ようだ。ただし、自賠責(自動車損害賠償責任 

保険一いわゆる強制保険)においては、いわゆ 

る「不法就労者」の逸失利益の算定について、 

「労働能力を有する無職者」として、取り扱い、 

日本人の平均賃金の半額で算定し、任意保険も 

それを踏襲しているようだ。

その理由として、「不法就労者」は、本来日 

本で働くことが許されていないから、将来の逸 

失利益については「無職者」として取り扱うと 

いうものだ。

しかし、日本で現実に稼働し収入を得ている 

外国人について、その現実の収入を無視して、 

「無職者」と決めつけることは問題だ。また 

「労働能力を有する無職者」であっても、平均 

賃金をもって逸失利益を篇定すべきで、それを 

半额に減ずる理由はない。

また、慰謝料については、自賠責においては、 

特段に日本人と外国人とを区別することはして 

いない。

3裁判における損害の算定

I....... ...........

外国人が被害者となる交通事故や労災事故が 

増加するのに伴い、損害賠償請求が訴訟となっ 

て係厲する事例も増えている。とりわけ、労災 

IV故においては、使用者が被害者の外国人労働 

者に対して、労災保険の適用すら満足にしない 

状況であり、労働者側が使用者の安全配慮義務 

迫反を指摘して保険への上積みの損害賠伯を求 

めても、頭からこれを拒み訴訟となるケースが 

多い〇

ちなみに、東京地方裁判所では、外国人が被 

害者となった損害賠似請求の裁判は、次のよう 

な係属状況だという。

(91年は8月末までの件数)

年 損害賠償請求事件 労災事件

88 17件 1件
89 13件 2件
90 17件 4件
91 8件 1件

そして、裁判所の判決がどのような判断をし 

ているかについては、和解で終了することも多 

く、まだ、判決は少ない。

古い判決には、密入国者の損害賠償について、 

休業損害で日本での収入を基礎に算定し、後遺 

障害による逸失利益は出身国の平均賃金に基づ 

いて算定したものがある(東京地裁昭和51年8月 

19日判決)。

しかし、外国人労働者が増加した最近の判決 

は、次のようなものだ。

東京地裁平成3年4月26日判決は、入管法上の 

アルバイト許可の制限を超えて就労していた就 

学生の損害賠償請求に対し、慰謝料は、在留資 

格を有し、かつ在留している間に受けるべきも 

のとされる場合は、日本人の間で定額化•基準 

化された额によって決定し、在留資格を失い、 

もしくは在留資格を有していても帰国後に慰謝 

を受けるべきものとされる場合は、帰国先の所 

得水準•物価水準を考慮して日本人の間で定額 

化•基準化された額を変更して決定すべきとす 

る。また、休業損害については、日本で得てい 

る収入を基礎として算定する、とした。

他方、髙松高裁平成3年6月25日判決は、日本 

を旅行中に交通事故によって死亡した外国人の 

損害賠償請求にっいて、母国での平均貨金を基 

準に定額の損害賠償しか認めなかった一審判決 

を破棄し、逸失利益については憲法14条の法の 

もとの平等原則により、日本人と同一の方式で 

日本での平均賃金を雄準とした損害賠償を認め
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た。

以上のように判例は、いまだ固まってはいな 

いが、必ずしも損害賠償について日本人と外国 

人との差別を認めておらず、あえて差別を設け 

るのであれば、それは当然に平等原則への違反 

の有無が検討されなければならない。

4東京地裁民事第27部の「見解」表明と|

iその問題* I

(1)民事27部による「見解」表明

ところが、判決例も少なく争われている外国 

人被害者の損害賠似算定について、東京地裁民 

事第27部所属裁判官は、1991年10月19日、東京 

三弁護士会交通事故処理委員会における「東京 

地裁民事第27部裁判官を囲む座談会」(部長以 

下、6名の所属裁判官が出席)の席上、外国人が 

被害者の場合の損害算定について、後にくわし 

く指摘するように、方法的にも内容的にも極め 

て問題のある報告を行い、同部の「見解」を表 

明した。

東京地裁民事27部とは、東京地裁において、 

交通事故損害賠償請求事件や労災損害賠们請求 

事件を一手に扱う専門部であり、そこでなされ 

た裁判の判断が全国の裁判や実務に与える影響 

は大きい。

また、右の座談会の報告の内容は、東京三弁 

護士会交通事故処理委員会から毎年1回発行さ 

れる「民事交通事故訴訟損害賠償額算定基準」 

(「赤本」と呼ばれている)に掲載されるが、こ 

の「赤本」は、損害賠償訴訟や損害保険実務で 

賠償額算定のために広く使用されている基準で 

ある〇

そのため、この「見解」表明は、内容もさる 

ことながら、そのような表明を行うこと自体が、 

問題とされている。
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(2)「見解」の概要

東京地裁民事27部所属の長久保守夫裁判官は、 

右の座談会で部長裁判官以下の他の裁判官の報 

告に引き続き、「外国人労働者が被害者の場合 

の慰謝料等について」と題して、外国人が交通 

事故や労働災害事故で被害者となった場合の損 

害の算定方法について、次のよう夂報告を行つ 

た〇

〔慰謝料の算定〕

すなわち、慰謝料の算定については、「慰謝 

料の算定に当たり、物価水準等を考慮すべきか、 

ということになります。Jと述べた上で、「慰 

謝料の考鹿要素としては、賠償説では、被害者 

側.加害者側の一切の事情を考慮するとしてい 

ますので、一般的に考慮される諸事情(中略)は 

当然考鹿されることになりますが、更に外国人 

特有の事情、先程の我が国と被害者の出国先と 

の物価水準等の違いのほか、例えば、在留資格、 

現実の我が国での活動、在留則問更新の可能性、 

在留期問を徒過したか近々徒過するか等も考慮 

することになります。(中略)一応は以上のよう 

に考えています」と述べている。

〔休業損害•逸失利益〕

また、休業損害や逸失利益の算定については、 

「この在留資格に反するときは退去強制を受け 

るおそれがありますので、収入の継続性•安定 

性という点で被害者の在留資格により区別して 

考察することは意味があると考えます。Jとし 

た上で、以下のように述べる。

I永住資格保有者については、日本国民と 

同様に算定する。

II就労資格保有者については、在留期問を 

限度に、日本での収入額または賃金センサ 

スを使用して算定し、期問更新に高度の蓋 

然性が認められるときは更新後の期間も含 

めて算定する。

III 「在留期間を経過したがなお不法残留し 

て就労している者」については、その者の 

出国先で得られたであろう収入額または出 

国先の賃金センサス(ない場合はGNP比、 

所得水準の資料)を基準として算定するか 

(第1説)、1、2年を日本で得ていた収入を 

基礎として算定し、その余は出国先を基準 

に算定する(第2説)。

日本で現実に得ていた収入あるいは日本 

の賃金センサスを基準として休業期問や後 

逍障害の存続期間の全てについて算定する 

考え方(第3説)は採用できない。

IV在留資格はあるが、就労資格は持たない 

者(資格外活動)については、違法性が川の 

場合より軽度であるとしながら、結諭を明 

示せず。

V密入国者については、違法性の程度が極 

めて高いので、出国先で得られたであろう 

収入額または出国先の賃金センサスを基準 

に算定する。

〔この見解の性格〕

以上の見解は、「私どもが折りにふれ議諭し 

てきたことをまとめたものですjとして紹介し 

ており、長久保裁判官の個人的見解との断わり 

は一切ない。また、同報告においては、前述の 

高松高裁平成3年6月25日判決(外国人被害者の 

逸失利益を、憲法14条の平等原則により日本人 

と同一の方式で算定すべきだと判示した)に対 

し、「現在のところ、当部の前記見解は、上記 

高松高判によっても変更すべきではないと考え 

ている。Jと、この報告が、東京地裁民事27部 

の見解であることを明示している。

(3)「見解」表明の方法的問題

このような形で、裁判所の「部」としての見 

解を表明することは、その内容もさることなが 

ら、そのような表明を行うという方法自体にも 
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大きな問題がある。

① 裁判を受ける権利の侵害

外国人の損害賠償筒定の問題は、未だ判例や 

学説も少なく、議論の未成熟な分野であり、民 

事27部の見解とは相反する判決例も散見される 

状況だ。

そのような問題については、被害者と加害者 

とが裁判において双方の主張や立証を尽くし、 

その上で裁判所が個々の事件について判決によ 

って判断を示すべきものだ。ところが、そのよ 

うな判決によらずに、事件に基づく判決をする 

前に、右の「見解」表明のように、争点に関す 

る一般的見解を表明することは、民事27部に現 

在係属し、あるいは将来係属する事件について、 

当事者の主張や論争を待たずに判断を下すに等 

しい。「ウチの部に訴訟を出しても、日本人と 

同じ損害賠償は認めませんよ。」と判決する前 

から宣言しているようなものだ。それは、個別 

事件での外国人の被害者が、主張•立証•論争 

を経て判決を求める権利、すなわち実質的に裁 

判を受ける権利を侵害するものと言わざるを得 

ない。

② 裁判官の独立の侵害

この「見解」表明は、個人的見解との断わり 

がないどころか、むしろ民事27部の「見解」と 

して表明されているとしかとれない内容になっ 

ている。

しかし、「部」はあくまでも裁判所内部の司 

法行政上の部署にすぎず、実際に裁判をするの 

は、個々の裁判官(もしくは3名の裁判官で構成 

される合議体)だ。それにもかかわらず、個々 

の裁判官の意見表明を超えて、祖数の裁判官の 

司法行政上の機関である「部」として、法律上 

の争点に関する見解を表明し、あるいはそのよ 

うにしかとれない所属裁判官の意見表明を許容 

するのは、「部」に所属する裁判官がその見解
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に拘束されているとの印象を与える。そのこと 

は、「部」に所属する個々の裁判官の独立を侵 

害するものと言わざるをえない。

③裁判誘導の危険性

また、前述のように「見解」が表明された 

「赤本」が、裁判所、弁護士、損害賠償保険会 

社を含めて、損害額算定実務に与えている影響 

は無視できない。そのような影響为をもつ意見 

表明の機会に、過去に裁判例もあまりなく未成 

熟な争点について、過去の裁判例とは「見解」 

が相入れないことを明示しながら、「見解」を 

表明することは、他の裁判を誘導する危険性に 

満ちた行為であろう。

このように東京地裁民事27部の「見解」表明 

は、その方法自体に多くの問題を持つものだが、 

内容的にも外国人の人権に照らして問題があり、 

かつ皮相的なものだ。次に述べる検討すべき問 

題の中で、くわしく指摘したい。

5外国人の損害賠償において検討すべき,

問題点

(1)前提とすべき平等原則

〔区別は平等原則違反〕

外国人の損害賠償について、その国籍や出身 

国の所得水準によって損害賠償額を区別するこ 

とになれば、そのことは国籍や出身国による差 

別を禁じた憲法や日本も批准する国際人権規約 

に違反する可能性が生じる。このことは、前記 

の髙松高裁の判決が、憲法14条にっいて明言す 

るところだ。

〔労働条件に関する平等原則〕

労災事件の損害賠償にっいては、国際人権規 

約をはじめとする法令において、国籍や出身国 

によって、賃金や労働条件を差別することを禁 

じている。

国際人権規約A規約においては、 

「この規約の締結国は、この規約に規定する権 

利が人種、皮进の色、性、言語、宗教、政治的 

意見やその他の意見、国民的若しく,は社会的出 

身、財産、出生又は他の地位によるいかなる差 

別もなしに行使されることを保障することを約 

束する。」(2条2号)

「この規約の締結国は、すべての者が公正かつ 

良好な労働条件を享受する権利を有することを 

認める。この労働条件は、特に次のものを確保 

する労働条件とする。

aすべての労働者に最小限度次のものを与 

える報酬

1 公正な賃金及びいかなる差別もない同 

—価値の労働についての同一報酬。

(中略)

b安全かつ健康的な作業条件。J (7条) 

と定めている。

労働基準法をはじめとする労働法においても、 

贊金の決定、労働条件や労災保険金の支給につ 

いて、国籍や出身国による差別は認められてい 

ない。

そして、休業損害•逸失利益の算定の基礎と 

なる収入を出身国により区別して評価すること 

は、差別のない同一報酬を命じている趣旨に反 

するものである。また、労災事故の損害賠償額 

を出身国により区別することは、外国人労働者 

に対する安全意識を低下させ、結果的に「安全 

かつ健康的な作業条件」の保障を差別すること 

になる。

〔在留資格による区別は理由がない〕

「在留資格」による損害賠償額の区別も、同 

様に社会的な地位による差別となる可能性があ 

る。そもそも在留資格は、出入国管理行政のた

30安全センター情報’92年5月号

特集/外国人労働者の労災白書92年版=

めに入管法上、外国人の在留期間や在留活動を 

区別しているにすぎず、外国人も自己の損害賠 

償額がそれによって区別されるなどとは考えず、 

その在留目的にそって在留資格の種類を選択し 

ている。そして、事故に遭遇することによって 

将来的に失う労働能力は、在留資格の種類によ 

って関係ない。絶対的なものだ。それにもかか 

わらず、現時点での在留資格によって損害賠償 

額を区別することには、何ら合理性がない。

さらに、我が国では未だ批准していないとは 

いっても、労働災害に関する内外人平等を定め 

るILO条約、不法合法を問わない移民労働者 

の権利保護に関する条約などの国際規範が存在 

するもとで、日本でのみ出身国の所得水準や就 

労資格の有無で、損害額を区別することが許さ 

れるかは問題だ。

〔民事27部見解の問題点〕

東京地裁民事27部の「見解」は、被害者に対 

する区別の基準として「出国先jという表現を 

用い、直接「出身国」による区別とはしていな 

いものの、多くの外国人被害者の場合、「出国 

先」は「出身国」を意味すること、事故により 

負傷すれば多くの場合家族の待つ「出身国」へ 

戻ることを考えれば、「出国先jによる区別は 

結果的に「出身国」による区別を意味すること 

になる。

にもかかわらず、右「見解」は、以上に述べ 

た平等原則についての検討をまったく行ってい 

ない。

(2)外国人への差別意識を助長する

現在においても、就労資格を持たないが故に、 

あるいは日系人など就労資格を有していても、 

外国人労働者が賃金や労働条件ついて差別を受 

け、3K労働という作業条件の劣悪な環境に置 

かれている状況がある。

そのような現状に加えて、外国人の損害賠償 

額が、出身国や在留資格により区別されること 

になれば、労災事故の加害者となる使用者が、 

外国人労働者を日本人と同じ人権を持っ存在と 

して取り扱うことを期待することは、事実上困 

難となろう。所得水準が日本より低い地域の出 

身(現在では大半の国がそうだが)や就労資格を 

持たない外国人に対して、被害を与えても低額 

な損害賠償ですむとなれば、日本人の使用者に 

とって外国人の生命や身体は、とるにたらない 

ものになってしまう。そのことは、外国人労働 

者に、より劣悪•危険な労働条件のもとでの労 

働を強いることになる。

同じことは、日本人一般についても言えよう。 

外国人への損害賠償額が安くて済むとなれば、 

外国人の生命や身体を、自分と同じように尊重 

するという意識はなくなってしまう。

損害額を出身国や在留資格で区別するのであ 

れば、過失による事故ではなく故意で殺したり、 

傷つけても、外国人の損害賠償額は低額になっ 

てしまうのだ。このことは、外国人の生命や身 

体に対する軽視や差別意識を著しく助長するこ 

とになりはしないだろうか。

(3)入管法違反•在留資格の流動性 

そもそも在留資格•在留期間は極めて流動的 

なものだ。

すなわち、現在の入管法制のもとでも、現時 

点で就労資格を持たない外国人が、在留資格の 

変更(就学•留学•研修資格者が就労資格を取 

得する例など)あるいは在留資格の新規取得(就 

労資格をとって再来日する例、日本での家族形 

成により特別在留許可などを受ける例など)に 

より、就労資格や定住資格を取得する可能性を 

全く否定することはできない。所得水準の高い 

他国への移民の可能性も同様だ。逆に、そのよ 

うな可能性が、事故に遭遇したために断たれる 

こともある。

民事27部見解が一切日本での収入を考應しな
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いとしている密入国者であっても、日本での長 

期の不法在留の後に特別在留許可を取得したケ 

ースは、過去にも少なくない〇

密入国者や「不法残留者」が、特別在留許可 

を申請しないまま、日本人や定住外国人と婚姻 

したり、子供を設けたりして、家族を形成した 

場合、家族は、低額の損害賠償に甘んじなけれ 

ばならないのだろうか。

入管法自体、その内容は極めて流動的だ。外 

国人に就労資格を付与する範囲や認定基準は時 

代とともに変遷し(卯年法改正における就労資 

格の拡大など)、現在においても国内における 

深刻な労働力不足に対処するため外国人労働者 

の導入が政府内で真剣に検討されている状況だ。 

そのようなもとで、被害者である外国人が、将 

来も違法状態でしか日本で滞在•稼働できない 

かどうかは、極めて流動的なものと言わざるを 

得ない。

他方、外国人が事故によって受ける被害は、 

死亡や後遺症など絶対的なものであり、入管法 

や在留資格がどう変わろうと、収入を得ること 

ができない状態に置かれる。

そのような入管法制や在留資格の流動性のも 

とで、現在の在留資格によって、損害を一律に 

出身国水準に固定することは不可能である。

(4)労災事件における信義則

資格外活動、不法残留、密入国などのもとで 

の外国人の就労は、就労する外国人だけでなく、 

外国人を雇用する雇用者の側も入管法違反の状 

態にあり、その罰則の程度は外国人よりも重い 

ものとされている。労災事故についてそのよう 

な雇用者の故意または過失の責任が認定された 

場合、入管法違反を理由に、出身琴の賃金水準 

により損害を算定することは、入管法違反の事 

実を外国人労働者の側にとってのみ不利益に考 

慮し、雇用者側にとっては有利に考慮すること 

になる。このことは、労使間の信義則•公平の 

原則に照らして許されないことだ。

6まとめ

以上述べたように、損害賠償額を外国人の出 

身国や在留資格によって区別することは、国際 

的にも国内的にも確立された平等原則、日本人 

の差別意識に与える悪影響、入管法や在留資格 

の流動性、労使間の信義則によって、許される 

べきことではない。そして、この問題の議論に 

は、そのような外国人の人権保障にかかわる検 

討が不可欠であるが、それがないままに損害賠 

償実務が進められることには、強い危惧を感じ 

ざるを得ない。 ■

------------------------------------------資料--------------------------------------------
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【資料3】

不法就労外国人に対する災害補障の状況

(平成3年6月末現在•労働省労働基準局補償課)

労災保険の保険給付の請求があった事案のうち、被災労働者が不法就労外国人であると思われる者 

に対する補償状況は次のとおりである(注：前年度の労働省資料より63年度分のデータを加えて作成 

したもの)〇

1被災労®)者の国籍(人数)

2就労場所(人数)

ra 名
6 2

年度

6 3

年度

元

年度

2

年度
国 名

6 2

年度

6 3 元

屮度

2

年度

パングラデブシュ 8 27 22 63 ミャンマ- 〇 〇 1 2
パキスタン 13 16 19 51 イ ン ド 〇 1 〇 6
中 国 3 5 20 21 シンガポール 〇 1 〇 〇

フィリピン 8 6 3 10 ニュージーランド 〇 1 〇 〇

抑 国 2 6 7 20 ナイジェリア 〇 1 〇 0
ガー ナ 1 2 2 〇 インドネシア 1 〇 〇 〇

マレーシア 〇 〇 3 6 フランス 1 〇 〇 〇

ベトナム 〇 1 2 〇 ブラジル 〇 〇 〇 2
タ ィ 〇 1 1 4 ベ ノレ 〇 〇 〇 2
ネパール 1 〇 1 4 卜•ル コ 〇 〇 〇 1
イ ラ ン 〇 2 〇 15 オランダ 〇 〇 〇 1
台 鸿 2 〇 〇 〇 エジプト 〇 〇 〇 1
英w(界港) 〇 〇 1 1 タンザニア 〇 〇 〇 1
スリランカ 〇 〇 1 10 不 叫 〇 1 6 〇

計 40 71 89 221

都府眼名
6 2

年度

6 3

年度

元

年度

2

年度
都府県名

6 2

年度

6 3

牢度

元

年度

2

年度

JU 京 19 36 49 80 愛 知 2 2 〇 〇

舴 馬 〇 11 14 33 京 都 〇 〇 3 〇

神 奈 川 6 5 5 12 岐 卑 〇 〇 1 〇

千 葉 2 10 4 28 長 SF 1 〇 〇 〇

大 阪 1 3 4 3 和 歌 山 1 〇 〇 〇

埼 玉 4 〇 3 28 阶 岡 〇 〇 〇 2
茨 城 4 〇 2 16 兵 贿 〇 〇 〇 2
栃 木 〇 〇 4 12 福 岛 〇 〇 〇 1
山 梨 〇 4 〇 3 〇 〇 〇 1

計 40 71 89 221
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3就労事業場の種類(人数)

業 種
6 2

年度

6 3

年度

元

年度

2

年度
業 權

6 2

年度

6 3

年度

元

年度

2

年度

金属製品製造業

又は金®加工業
10 30 36 62

ビル メン

テナンス業
〇 〇 1 〇

建 設 業 4 2 13 27 ほ装工事業 〇 〇 〇 1

輸送用既械

器具製造業
〇 2 6 21

既設迚築物設備

ェ 事 業
〇 〇 〇 1,

その他の製造業 3 2 3 22 機械装圃の組立又

はすえ付けの事業
〇 〇 〇 1

化学工業 3 2 2 6

機械器具製造業 〇 3 3 13 その他の建設事業 〇 〇 〇 4

食料品製造業 3 1 1 〇 化学工業 〇 〇 〇 6

めっき業 1 4 〇 4 ガラス又はセメ

ント製造業
〇 〇 〇 2

木材又は木製品

製 造 菜
1 1 1 〇

非鉄金屈精鍊業 〇 〇' 〇 2

馆気機械器具

製 造 業
1 1 1 6

計K器、光学機械

時計等製造業
〇 〇 〇 1

祥食器、刃物、

芋工具又は—般 

金物製造業

〇 〇 2 1

W金屈製品、装

身具.皮革製品

等製造業

〇 〇 〇 4

货物取扱事業 〇 〇 2 〇 港沔貨物取扱業 〇 () 〇 1

印刷又は製本業 〇 1 1 〇 鹿菜又は诲面漁業

以外の漁業
〇 〇 〇 1

と 窬 菜 1 〇 1 〇

鈸 物 業 1 1 〇 6 その他の各槐事菜 12 21 15 28

その他の窯菜又は

土石製品製造業
( 〇 計 4( 71 8£ 221

4補償状況(件数)

保険給付の槐類
6 2

年度

6 3

年度

元

年度

2

年度

療费補(n給付 39 70 70 169

休業補價給付 21 19 40 80

陣富補憤給付 7 6 10 38

迫族補(货給付 〇 〇 2 2

猝 祭 料 〇 〇 2 2

計 67 95 124 291
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実践レポート編⑦I
作業環境測定の読み方•やり方を実習

合｛匕労連•化学一般関東地本

合化労連傘下の労働組合ではこ

れまでも安全衛生の取り組みに力

を入れてきたが、今年2月17日に 

行われた化学一般関東地本の安全 

衛生学習会に参加させていただい

た。「作業環境測定と環境改善」 

をテーマに、丸一日を使ったプロ

グラムでは、独自に作成した「化 

学物質チェックリスト」によるグ 

ループ討論と、作業環境測定結果

報告書の読み方、検知管を用いた

日常的な簡易測定についての実習 

が企画された。

參化学物質チェックリスト拳

午前中は、最初に、合化労連労働部安全衛生 

担当の深瀬清祐氏による40分程度の講義。化学 

産業における最近の労働災害•職業病の発生状 

況及びチェックリストの記入方法を解説するか 

たちで化学物質対策の基本点についてレクチャ 

一。チェックリストでは、①取り扱っている化 

学物質、②曝露低減のための処置、③保護具、

④労働衛生教育、⑤表示、⑥記録(全労働者の 

職歴カード、健康診断結果、作業環境測定結果) 

等について点検するようになっている(別掲)。

その後90分かけて、10名くらいずつのグルー 

プに分かれて、化学物質チェックリストに基づ 

き、職場実態を報告しあいながら問題点をチェ 

ック。5つのグループが編成され、塗料•有機 

溶剤、合成樹脂、窯業、等できるだけ同じ業種

労働省では、ヒトに対して明らかに発がん性 

などが認められたものに対する規制(安衛法55 • 

56条の禁止•許可物質や特化則38条の3の特別 

管理物質等)だけにとどまらず、将来問題にな 

る可能性のあるものについても、指針•通達な 

どによる行政指導で予防措置を講じていくこと 

としている。昨年2月に「変異原性が認められ 

た既存化学物質の取扱いについて」の労働基準 

局長通達、8月には「四塩化炭素による健康障 

害を防止するための指針」が出され、今後漸次 

行政指導の範囲が拡大される見込みだ。(社)日 

本化学工業協会でも、昨年12月に「化学物質に 

よる健康陣害を防止するための手引き一労働省 

の指針•通達への対応一」という冊子を作成し 

ている。

このような動きを待つまでもなく、化学物質 

対策の出発点は、職場でどのような化学物質が

安全センター情報’92年5月号35



連載/IL〇マニュアルの活用一

どのようなかたちで使われているかを「知る」

こと。塗料•有機溶剤関係のグループ討論を聞 

かせていただいたが、使われている化学物質の 

種類と使われ方の多様さ、複雑さに圧倒された。

翁作業環境測定の実習參

午後は、まず、神奈川県予防医学協会の張江 

正信氏(労働衛生コンサルタント)によるOHP 
を使った「職場環境と健康障害、そのための環 

境測定」の講義。続いて、埼玉環境検査研究協 

会の五味厚氏と田中翼氏(共に作業環境測定士) 

による、模擬事例をもとに作業環境測定結果報 

告畨を示しながらの「作業環境測定基準のあら 

ましと作業環境測定の記録(モデル様式)の見方 

について」。作業環境測定のデザイン、サンプ 

リング、分析、評価等の方法について実習した。 

参加者は、自分の職場の作業環境測定結果報告 

書を見たことのある者、見たことのない者、様 

々だったが、いずれにしろ報告書の見方につい 

ては「むずかしくてわからない」というのがほ 

とんどで、貴重な実習だった。

最後のセッションは、検知管を用いた日常的 

な簡易測定についての実習。検知管は、測定ガ 

スと化学反応して鮮やかに発色する検知剤が充 

填され、ガスを吸引して現れた変化柄の先端の 

メモリでガス濃度を読み取るというハンディな 

測定装置。化学一般関東地本加盟の労働組合が 

ある㈱ガステックの組合員が、検知管を用いた 

測定方法についてレクチャー。その後、全員が 

2組2回に分け、会場で換気前と換気後の二酸化 

炭素濃度を測定してみた。

内容の濃い1日の学習会だったが、グループ 

討論や実習などは同労組でもはじめての試みと 

のこと。同労組では、「安全衛生委員会チェッ 

クリスト」も作成しており、今年6月頃までか 

けて各職場でこのチェックリストを活用した安 

全衛生委員会の活動についての点検を実施。ま
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いても同様の学習会を開催していきたいとして 

いる。 ■

(全国安全センター 古谷杉郎)

•本•の•紹■介-

中心に、あまりにも基本的な知 

識やノウハウを提供されていな 

いという実感をもってまいりま 

した。

そこで、『女性労働問題』と 

いう切り口でなく、女性個人が 

身を守り、職場で解決していく 

ろいろとお世話になっている。

その場での会話で、「最近の 

若い女性(こんな表現ではなか 

ったかも)は、ケイワンと閒い 

ても『それ何ですか？』で、女 

性の職業病の代表格なのに、意 

外と知られていない。ケイワン 

載せようとしてあらためてよく 

みると、現在の症状の現れ方や 

進み方と必ずしも合っていない。 

実態を調べるために1000人規模 

くらいのアンケート調査をやっ 

てみる必要があるのでは」と提 

起され、「それ、絶対実現させ 

ましょう」と言ったきりにして 

しまっている(たえず意識の片 

隅には残してあるのですが)。 

本にっいては、自治体労働者

向けに編集されており、「民間 

の女性労働者向けにもこういう 

本がほしいですね」と言ってい 

たのだが、最近、中嶋さんたち 

4名の方の執筆による『自分に 

やさしい働き方しませんか一女 

が仕事とっき合う法』(学陽書 

房、定価1400円)を送っていた 

だいた。

単純に前述の本と同列で紹介 

してしまうと怒られるかもしれ

れませんが、女性が自分の生き 

方や働き方を問い、会社や上司 

を前に悩んだとき、ヒントやノ 

ウハウになる情報を盛り込んだ 

つもりです。

広くみなさまにご紹介いただ 

き、あわせてご意見などいただ 

ければ幸いです。」

PS :巻末の「相談機関一覧」で 

全国安全センターを紹介してい 

ただいている。(古谷杉郎)■

ための自己診断表が、この本に ること』と思われる内容かもし 

れてきたケイワンのチェックの 『当り前』『すでにわかってい 

と思われる症状を訴える人は多

いのに。それに、以前から使わ

ために使える手引き書となるよ

うに心がけました。一つ一つは 

東京都港区役

所の中嶋圭子さ 

んから港区職員

労働組合女性部 

発行の『わたし 

働く女性のための情報
港区職労女性部『わたしたちの権利手帳』 

学陽書房『自分にやさしい働き方しませんか』

ない。同封され

た手紙でこの本

のコンセプトに

ついて次のよう

に述べられてい 

たちの権利手帳一Working Wome 

n's Note』(非売品)をいただい 

たのは、昨年、はじめての東京 

南部労災職業病講座を開催した 

おり。中嶋さんは、現在自治労 

東京都区職員労働組合女性部事 

務局長をつとめているだけでな 

く、コンピュータと女性労働者 

を考える会の結成来の事務局メ 

ンバーでもあり、働く女性の健 

旗問題や労災職業病の問題でい 

1990年II fl 
邂区驪・労働>11含 

女性郎

るし、読んでみて、私はそれが 

成功していると思っている。い 

ま機会があるごとにオススメし 

ている一冊です。

「日頃からはたらく女性の相 

談や実態にかかわり、一人一人 

の女性が、人間関係や基本的な 

法的権利、健康問題など、知っ 

ていればなんとかなることで悩 

み、退職に追い込まれる状況な 

どを見てきました。若い女性を 

女性が、いまいる_で, 

無押せず丫1分のヘースで働くために 
欠かせない紉弧伽!ルAc
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配管工の悪性中皮腫を認定
アスベスト參最終事業主証明で認定の遅れ

ピル等の建築現場で配管工事 

の仕事を長年行い、アスベスト 

に暴露し、胸膜の悪性中皮腫で 

(90年3月に)亡くなられたAさ 

ん(横須賀市在住)の労災認定が、 

1月に決定された。労災申請は、 

Aさんが存命中の89年11月に行 

われたが、申請にあたって事業 

主(アスベスト粉じんの最終職 

場)の証明が得られず、申請後 

も事業主がなかなか決まらない 

状態が続き、業務上の認定が出 

るまでに2年以上の長い時間が 

かかってしまった。

胸膜の惡性中皮腫とは、肺の 

周りを包んでいる胸膜にできた 

—種のがんと言えるもので、発 

見されても、手術することも含 

めて今のところ治療法もなく、 

薬で何とか延命することくらい 

しかできないこわい病気である。

Aさんの場合、石綿疾患につ 

いては日本で有数の横須賀共済 

病院にかかったため、「気管支 

鏡下肺生検及び気管支肺胞洗浄 

で、石綿小体が確認される」な 

ど、アスベスト暴露と中皮腫発 

病との医学的な因果関係が明ら 

かにされ、認定基準に照らして 

もほとんど問題はなかった。

Aさんの中皮腫の発症は、87 

年11月。Aさんはその後闘病生 

活に入るが、主治医のすすめも 

あり、労災申請を行うことを12 

月ころ決意。直接の雇用主のE 
工業の社長のEさんに相談。E 
さんは労災申請に協力を約束。 

しかし、建築関係の場合、通常 

の労災と違い元請責任となるた 

め、元請の労災保険を使うこと 

となり、E工業の協力だけでは 

すまなかった。Eさんはいくつ 

かの元請に、事業主の証明を行 

うようかけあ2てくれたが、ど 

こもAさんがアスベストに暴露 

したという事実を認めず、証明 

はしてもらえなかった。

Aさんの配管作業という仕事 

は、例えば、アスベストを含ん 

だ耐火パイプを切断する作業を 

行ったり、溶接をするときに溶 

接の火の粉からその周囲の品物 

を守るためにアスベストの布 

(養生シート)を被せたり、また、 

Aさんの周りで、屋根や壁、天 

并に張り付けるスレートや断熱 

材の切断作業が行われていたり、 

時には、アスベストの吹き付け

作業のすぐそばでAさんが作業 

したり、等々のアスベスト粉じ 

んに暴露する仕事だった。

横須賀労働基準監督署にも相 

談に行き、「疾病者の最終勤務 

事業所にて労災適用が可能であ 

るのでその事業所で事情説明す 

るように』との指導を受けたが、 

最終の粉じん職場と考えられる

元請が「当社受注の作業所にお

いて就業期間中、アスベスト暴 

露の事実は認められず」との回 

答で、Aさんは、一度は労災申 

請を断念してしまった。

しかし、主治医から神奈川労 

災職業病センターを紹介され、 

再度申請することを決意し、89 
年6月、センターに相談に来た。 

その後、聞き取り調,査を行い 

意見書を作るなど申請の準備を 

進めていったが、事業主の証明 

は結局得られないまま89年10月 

ころ、横須賀労基署へ休業補償 

の申請を行った。そして、申請 

後、労基署の調査が進められ、 

アスベスト暴露の事実と医学的 

な因果関係が確認されたが、ア 

スベスト暴露の最終粉じん職場 

がなかなか決まらず、決定がの 

びのびになっていた。

建築関連の場合、2〜3か月、 

長くて半年くらいの現場の仕事 

を転々とするため、また、それ 

にともない元請も変わっていく 

ため、最終のアスベスト粉じん 

職場を決めることに多少困難が 

あるとはいうものの、元請が資 

任をもって対処すればすむはず。 

結局、90年6月に、やっと元請 

のS工業が事業主証明を行うこ 

とになった。

横須賀市内の会社ならすぐに 

認定となるはずだったが、Sエ 

業の本社が東京の中央労働基準 

監督署の管内にあるため、そち 

らへ移管されることとなった。 

横須賀労基署で全ての調査は完 

了したうえでの移管いうことだ 

ったので、早急に決定を下すよ 

う91年7月に中央労基署に申し 
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入れを行った。しかし、中央労 

基署でも再度局医の意見を聞く 

などの手続を踏まなければなら 

ないということで、結局、決定 

が出たのが92年の1月というこ 

とになってしまった。

認定を待ちわびていたAさん 

は、90年3月に亡くなっている 

(享年53歳)。一家の大黒柱を失 

った家族の経済的困難からも迅 

速な認定を求めていた。労災申 

請を決意してから約4年、申請 

して認定まで約2年も経過して 

の業務上認定はあまりにも遅す

住友重機械工業(涌賀ドック) 

で、長年造船の仕事に従事し、 

石綿に暴露され、肺がんとなっ 

た大内久さん(91年3月死亡、64 

歳)の労災認定が、92年3月下旬 

にかち取られた。

大内さんは、1951年5月浦賀 

ドック入社。練鉄工場に1年弱 

いた後に、機関艤装関係の重量 

物運搬エとして働いた。重量物 

運搬エというのは、主機械のエ 

ンジンやその他の機械を機関場 

に運び込み取り付けたりする作 

業をしたり、補機械のポンプを 

ボイラー室に運び込み取り付け 

たりする作業を行う仕事。機関 

場やボイラー室は、蒸気管など 

のパイプがあり、このパイプに 

はアスベストが卷かれているの 

でパイプの修理をする前にアス

ぎる。決定が遅れた最大の理由 

は、元請の企業がなかなか証明 

しなかったことにつきる。企業、 

また、労基署が被災者やその遺 

族の立場にたって迅速に労災申 

請、認定にあたっていれば、A 
さんが存命中の決定も不可能で 

はなかったはず。そうすれば、 

家族の方のご苦労ももっと少な 

くてすんだはず、と考えると、 

私たち自身も反省しなければな 

らないと思っている。 ■

(神奈川労災職業病センター

安元宗弘)

ベストをはがしたり、修理後に 

は再び卷きつけたりという作業 

がともない、機関場にはアスベ 

スト粉じんが舞う。大内さんは、 

機関場等で機械を取り付ける作 

業をしている時に、このような 

アスベスト作業との混在作業と 

なり、アスベスト粉じんに韃露 

したのである。

大内さんは、87年6月、横須 

賀共済病院で肺がんを指摘され、 

8月に肺の切除手術を受け、そ 

の時、主治医より労災申請でき 

ることを閒き、労災申請を考え 

たという。

同年9月、会社一住友重機、 

そして、住友重機労組へ相談に 

行くが、当初、両者とも非協力 

的だった。何度か足を運ぶうち、 

何とか申請するところまでこぎ 

つけたが、住友ではなく、退職 

後2年間くらい働いた石渡船舶 

(住友の下請、大内さんのここ 

での仕事は、粉じんとあまり関 

係がなかった)の証明で申請が 

行われたこと、また、本来なら 

休業補償や療養補償給付(治療 

費)の申請を行わなければなら 

なかったのに、じん肺の管理区 

分申請を行ったことなど、問題 

のある申請だった。じん肺の管 

理区分申請の結果(88年1月)は、 

管理区分1、つまり「じん肺の 

所見なし」との決定であり、ま 

た、神奈川労働基準局でも「ア 

スベストを直接扱ったわけでは 

ないので、仕事と病気との関係 

はない」などと言われ、何のた 

めに申請したのかわからない結 

果となってしまった。

90年2月に、横須賀地区じん 

肺被災者の会の人の紹介で、神 

奈川労災職業病センターに相談 

に訪れ、その後、住友重機と石 

渡船舶に事業主証明をするよう 

要請するが拒否されたため、住 

友での元同僚2名の証明をつけ 

て、90年8月、横須賀労働基準 

監督署に労災申請。

大内さんの場合、手術時に切 

除された肺組織内に多数の石綿 

小体が認められるなど、医学的 

な因果関係は明白であり、また 

アスベスト暴露のおおよその事 

実も早い時期から確認されてい 

たので、事業主の証明さえとれ 

ていれば、早ければ7〜8か月遅 

くとも1年以内には決定が出て 

いたケース。住友重機からも石 

渡船舶からも事業主証明を拒否
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されたことが、後々までひびき、 

申請から1年8か月も待たされた。 

大内さんが亡くなられたのは

91年3月15日。もし、事業主証 

明がすぐ得られていれば、存命 

中に認定が出ることは十分可能 

であったのだ。また、大内さん 

が最初に会社に相談に行き、じ 

ん肺の管理区分申請を行うこと 

になってしまったことにも大き 

な問題がある。大内さんのよう 

なケースの場合、じん肺の管理 

区分申請ではなく、労働基準法 

施行規則第35条の別表第七の7 
「石綿にさらされる業務による 

肺がんまたは中皮腫」に該当す 

るのだから、これに基づき休業 

補償か療養補償給付の申請をす 

べきだったのだ。もし、このこ

とを知らなかったのなら「労働 

者が石綿にさらされる業務」を 

行っている会社として怠慢であ 

り、失格と言わざるをえないし、 

もし知っているにもかかわらず、 

じん肺の管理区分申請を行った 

としたら、まさに労災隠し以外 

のなにものでもない。

退職者の中には、じん肺やア 

スベストによる肺がんとなって 

も申請できずに泣き寝入りをし 

ているケースが多いであろう。 

今後も、同様のケースでも、泣 

き寝入りせずに労災申請し認定 

をかち取ることができるという 

ことを宣伝'しつつ、多くの相談 

を受けていきたいと思う。■ 

(神奈川労災職業病センター

安元宗弘)

「結論は今秋」と基金が回答
自治労壽「指曲がり症」認定へ中央行動

基金との交涉

1988年5月
に岡山県美作

町の給食調理

員が最初の

「指曲がり症」

認定謂求を行

って以来、現

在までに全国

の179名に及 

ぶ給食調理員が認定請求をして 

いる。大垃の認定誚求に対して、 

なんら積極的な対応を示そうと 

しなかった地方公務員災害補償 

基金本部は、全国的な運動の盛 

り上りの中で、ようやく昨年4 

月から3都道府県(4基金支部)で 

サンプル調査を中央労働災害防 

止協会に委託し、10月に調査が 

終了した。この調査結果は、こ 

の3月末にまとめられようとし 

ている。

自治労は3月6日、こうした重 

要な時期に合わせて、「指曲が 

り症」公務災害認定に向けた中 

央行動を設定。請求者18名、国 

会議員2名を含め約80名が参加 

し、基金、自治省、労働省交涉 

を行った。

この交涉の中で、基金は、

① すみやかに公務災害として 

認定せよとの申し入れについ

ては、報告書の吟味•分析、 

支部からの資料収拾にある程 

度時間がかかる。

② 認定作業の具体的な方法• 

時期については、報告書の内

容が理解できる、造詣の深い 

数名の「相談医」を選任し、 

検討を加えた後、個別認定に 

入りたい。その時期は報告書

を得てから6か月後の今秋と 

なる。

③ 認定作業での支部の自主性、 

主体性は尊重するが、過去に 

認定事例もなく、医学的な統 

一見解もない判断の困難事案 

なので、本部と支部の協議事 

項にしたい。

④ 報告書の関係者への公表に 

ついては、自治労本部と公表 

方法を協議したい。

⑤ 被災者の立場に立った給食 

職場の安全衛生の確立と関係 

機関への働きかけについては、

基金は地方公務員災害補似法

の枠内で仕事をしているが、

耍望の趣旨と同じ立垛で対処 

したい。

と回答した。補償の迅速かつ公 

正な実施についてはあいかわら 

ず不十分であり、新たに「相談 
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医」問題も浮上したが、今後の 

認定作業の流れは明らかにさせ 

ることができた。

自治省交渉では、一昨年の参 

議院地方行政委員会での「指曲 

がり症」公務災害について前向 

きの見解が示されているが、そ 

う理解しているとの回答にとど 

まり、安全衛生の充実に向けて 

の適切な指導と必要な財政措置、 

地方公務員安全衛生推進協会の 

運営の民主化についても突っ込 

んだ回答は得られなかった。

労働省交涉では、自治労も連 

帯している広島の自動車部品エ 

場で働く小笠原さんの「指曲が 

り症」認定請求(89年3月)にっ

いて、ようやく昨年10月以降、 

検討会を2回開催したことが明 

らかになった。「学校給食事業 

における安全衛生管理要綱」に 

ついては、まず現場を知り再検 

討すべきではないかとの指摘に、 

そのとおりと回答した。

自治労では、今回の交渉をふ 

まえ、さらに早期認定にむけて 

取り組みを強化する。あわせて、 

パラフィン浴装置の開発など有 

症者への各種治療対策、公務災 

害•職業病を発生させない職場 

づくり、快適な職場づくりへむ 

けての職場改善など、総合的な 

取り組みを進めたい。 ■

(自治体労働安全衛生研究会)

車の合間をぬってやる車内の床 

拭き、窓拭き、雑巾かけ、モッ 

プかけ、床研き等は、絶えず時 

間にせかされるイソギ仕事とな 

り、また夏には冷房を止めて作 

業を行うため車内温度が40度を 

超える高温•高湿の作業となる。 

北海道での国鉄時代の線路保 

守作業で腰を痛めていたことも 

あって、瀬戸さんの腰痛は益々 

悪化した。そして、出向後3力 

月にしてJ R総合病院に受診し、 

ヘルニアと診断された。その後 

港町診療所に通院治療するよう 

になり、今回の労災申請という 

ことになった。

今回の瀬戸さんの腰痛認定は 

腰を浮かせて行うモップかけ作 

業中に腰を痛めた点を重視して 

腰痛の憎悪を認めたものと思わ 

れるが、もちろん国労組合員に 

対する不当な差別出向という背 

景を認めたうえでの結論ではな 

い。しかし、JR関連下請企業 

に出向した国労の4名の仲間に 

共通する問題は、いずれも出向 

後2、3力月にして腰痛を発病し 

ていることである。この点を踏 

まえ、出向職場がいずれも、① 

腰痛多発職場であること、②中 

腰、しゃがみ姿勢による腰部負 

担、③高温、髙湿の作業環境、

④イソギ作業としての車内清掃、 

などを共通の原因とする職業性 

出向先の国労組合員の腰痛認定
神奈)11參車内清掃作業でヘルニア

昨年6月に腰

痛の労災申請を 

していた国労横 

浜支部要員機動 

センター分会の

4名の仲間のう 

ちの一人瀬戸建 

男さん(45歳)が、 

このほど認定に

なった(品川労 

基署)。

瀬戸さんは、87年に国鉄「分 

割•民営化」によって清算事 

業団に配属。89年、現在採用 

差別事件として全国の地労委 

で争われているJ Rの不当な 

差別出向によって、JR関 

連下請企業である(株)コクセイ

に出向。

しかし、出向先で瀬戸さんを 

待ち受けていた仕事は、車内清 

掃という劣悪な労働条件の下で 

の作業だった。電車の到着と発 

腰痛であることを立証し、国労 

横浜支部の残り3名全員の労災 

認定をかち取っていきたいと考 

えている。 ■ 

(神奈川労災職業病センター

事務局長西田隆重)
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最高裁上告棄却舞台は審査会へ
福井參原発被爆岩佐訴訟

日本原子力発電㈱敦賀原発で 

の作業で被爆して放射線皮膚炎 

を発症したとして、岩佐嘉寿幸 

さん(大阪市港区の水道工事会 

社勤務)が日本原電を相手取っ 

て損害賠似を求めていた裁判で、 

最高裁判所は、昨年12月17日、 

上告棄却を言い渡した。原告の 

訴えを全面的に退けた大阪高裁 

判決を認める全く不当なものだ。

月15日、大阪地裁に提訴し、現 

場検証を含む審理ののち81年3 

月30日敗訴。87年11月20日には 

大阪高裁で敗訴、そして今回の 

判決で被爆から実に20年である。 

參被爆者救済の道を閉ざす判決

大阪地裁、髙裁の判決内容を 

一言でいえば、「放射線皮膚炎 

かもしれないが、敦賀原発で被 

爆した証拠がない」というもの 

だった。今度の最高裁判決もそ 

れを確認したことになる。

裁判経過の中で常に原告側の 

障害になってきたのは、「目に 

見えない放射線をどのくらい被 

爆したかの立証のしようがない」 

ということだった。原告側が主 

張し立証した「放射線皮膚炎」 

は、どの裁判官も否定しない。 

ところが、「(敦賀原発でない 

とすると)では、どこで被爆し 

たのか？ jという問に、誰も答 

えられないまま、救済の訴えを 

認めないというのである。

敦賀原発といえば放射能廃液 

たれ流し事件を記憶されている 

方も多いと思う。ずさんな放射 

かり通る結果となった。

被害はあっても加害者が「や 

っていない」と言えば(相当ア 

ヤシクテモ)、泣き寝入りする 

しかないというわけだ。

原子力損害賠償法の定める 

「原子力事業者が無過失責任を 

負う」旨の規定によってしても、 

「目に見えない放射線との因果

関係を原告が立証しなくてはな 

らない」ということになる。厳 

密な立証貴任をデータを持てな 

い被災労働者に課すというので 

は、はじめから救済の門戸を閉 

ざすことに等しい。

これでは、ただちに障害が明 

らかになるほどの放射線を被爆 

した場合か、厳密に放射線被爆 

記録が管理され、本人が記録を 

把握してなおかつ長年相当量の 

被爆をしていることが明らかと 

いう場合ぐらいしか、原発の労 

働者の被爆による健康障害は救 

済されないことになってしまう。

參労災再審査請求の闘いへ

岩佐さんは、損害賠償裁判と 

は別に、労災保険給付請求を行 

っており、75年敦賀労基署が不 

支給決定、76年には福井労災保 

険審査官により棄却決定を受け、 

現在、労働保険審査会(東京都 

港区の労働委員会会館内)に再 

審査請求中となっている。こち 

らの審査は、裁判の結果が出る 

までということで審理延期とな 

っていたが、今後、公開審理が 

開かれる見通し。岩佐訴訟を支 

援する会では、それに向けて今 

後取り組んでいくことを決定、 

関西労働者安全センターでは全 

面的に協力していくことにして 

いる。皆様のご支援を訴える次 

第です。 ■

(関西労働者安全センター)

1971年5月27日、敦賀原発に 

配管工事で入って被爆、6月初 

旬に右膝の内側に発症し、翌年 

には大阪大学皮膚科に受診した。 

調査の上で、74年3月に「放射 

線皮膚炎、二次性リンパ浮腫」 

との確定診断を受けた。同年4 

線管理とデータ隠しで有名にな 

つたところだ。原告側は、少な 

い情報の中でできるかぎりの因 

果関係の立証に努めたことはい 

うまでもない。しかし、日本原 

電側の、記録では岩佐さんは被 

烟-していないとの「主張」がま 
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全国労働安全衛生センター連絡会議
108漱京都港区三田3-1-3 M.Kビル3階

TEL (03)5232-0182/FAX (03)5232-0183
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東M參三多摩労災職業病センタ—

185 国分寺市南町2-6-7 丸山会館2-5 TEL(0423)24-1024/FAX(0423)24-1024 
神奈川參社団法人神奈川労災職業病センタ—

230 横浜市妨見区题岡町20-9 サンコーポ®岡505 TEU045)573-4289/FAX(045)575-1948 
新抝參財団法人新潟県安全衛生センター

951新潟市古町通4番町643古田rンインタワ-ハイツ2F TEL(025)228-2127/FAX(025)222-3738 
好岡攀清水地区労働安全センター

424奶水市小芝町2- 8沾水地区労気付 TEI.(0543)66-6888/ FAX(0543)66 6889 
以 郞肇労災福祉センター

601京郞市闹区两九条岛町 3 TEL(075)691 9981/FAX(075)672 6467
大阪•関西労働者安全センター

550 大阪市囲区新町2-19-20 西良伽ビル4階 TEi.(06) 538-0148/FAX(06) 541-2712 
代咏參尼崎労働者安全衛生センター

660尼崎市技洲本通1-16-7阪神医撖中協気付 TEL(06) 488-3855/FAX(06) 488-8247 
兵吣參関西労災職業病研究会

660 _巾長洲本通］16-7 医触協長洲支部 TEL(06) 488-3855/FAX(06) 488 8247 
広 “拳広島県労働安全衛生センター

732 広鹿市|街区梱荷町5- 4 _ビル TEL(082) 264-4110/FAX(082)264 4110 
觉松參愛媛労働災害職業病対策会議

792 新居浜市新 11］町1 9 9 TEU0897)34-0209/FAX(0897)37 1467 
以知拳財団法人高知県労働安全衛生センター

780 髙知市薊野イヮ井 1111275— 1 TEI.(0888)45-3953/FAX(0888)45 3928
熊本參熊本県労働安全衛生センター

862 ft良本市九品寺1-17-9 労働会館内 TEI.(096)364-6128/FAX(096)364 7243 
大分攀社団法人大分県勤労者安全衛生センター

870 大分市寿町1-3 労働福扯会館内 TEL(0975)37-7991/FAX(0975)38 1669 
货崎眷旧松尾鉱山被害者の会

883 丨丨向市財光寺283 211長江け|地I 14 TEH0982)53-940〇/l'AX(0982)53-3404 
门治体拳自治体労働安全衛生研究会

102 f代田区六番町1 治労会館3階 TEL(03)3239-9470/FAX(03)3230-1386
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福凫擧福島県労働安全衛生センター
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山ロ•山口県安全センター
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